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巻 頭 言

「バンドーテクニカルレポート」第17号刊行に当たって

執行役員 火田 克 彦

平素は当社の製品 サービスをご愛顧いただき・lkにありがとうございます。2012年度は、当社の現中期経営計画
の最終年度に当たり、本項ではその中での製品開発 技術開発にかかわる活動について振 り返りたいと思います。
当社は、2010年度より中期経営計画『DOING MORE on thc ncw fronder 2nd stagc』 をスタートさせ、基本戦略の
一つとして「環境 省エネ クリーンJを キーヮードとした新製品開発に取組んでまいりました。特にその中で、
自主基準に合致し、優れた環境 省エネ製品、例えば「HFDJ、「高負荷リブエースJ、「Ccptor Ⅵ」、「エコキャリー」、
「C CARRY」 、「薄膜ポリオレフィンフイルムJを eco mOving製 品として認定し、安心して製品をご使用いただく
ため、みなさまに紹介させていただいております。
また、成長市場に向けた新たな製品F■q発を加速し、事業化への布石を打つことを狙い、オプトエレクトロニクス

市場、新エネルギー市場、ロボット市場を対象にして、新たな製品群の調査 探索をi筐め、「精密研磨材J「金属イ
ンク」「クリーン化システムJ等の新しい製品を開発してまいりました。
さらに、基盤技術力の強化を日指し、強化すべき5つの技術分野「ナノ分散、導電制御、接着、微細加工、 トラ
イボロジーJを特定し、その深耕についても取り組んできました。
以上の開発活動により、毎年、新製品を紹介してきておりますが、質 量共に十分な状況にあるとは言えず、今
後はみなさまに喜ばれる新たな価lLaを提供する製品1開ζ61r JIJを 一層強化していく所存でございます。
今回のバンドーテクニカルレポートでは、 L記致しました当社の新製品開発 技術開発の一端をみなさまに紹介
するため、新たな事業化を目指した成長市場に向けた新製品開発、環境 省エネ クリーンをキーワードとした製
品開発、基盤技術の強化を狙った技術開発についてそれぞれ掲載させていただきました。是非ともご高覧いただき、
ご意見 助言等をいただければ幸甚に存じます。

Foreword

On the 17thissue ofthe BandoTechnical RepOrt

Thank you for your continucd support for BandO ploducts and serviccs

FY2012 is the flnal ycar of Bando's curent mid‐ term management plan We have been 、vorking on onc of the
basic strategies under the plan‐ ―to accelclatc ne、 v product dcvclopmcnt、 vidl“Environmental,Enelgy Conservation
and Clean"as kcy、 vords Vヽe establishcd the“ eco mOving''labcl for use on products that mcet in‐ housc ccrtiication
standalds for excenence regalding the environment and enetty saVing characteHstics We have introduced products

with the eco mo宙 ng labcl,such as``HFD'',``High Load Rib Ace'',“ Ceptor VI'',`.Eco Cary'',“ G―CARRY''and
“Thin Polyolenn Film'',and customers no、 v use thesc products、 vith COnfldence

We have accelcrated product dcvclopment fOr gro、 vth markets,and madc stratcgic moves to commercializc prod―

ucts in optoelectronics markcts,new encrgy markcts and robotics‐ rclated malkcts Ncw product dcvclopmcnt and
discovery procceds in these malkcts,、vith products such as'`Precision Polishing",“ Conductive lnk"and“ Cleaning
Systems''being introduccd

Wc arc 、vorking to strengthcn and cultivate base technologics in thc fo1lo、 ving flve technical flelds ―― ``Nano―

dispersion,Conductivity control,Adhcsion,Micro‐ fabrication and THbology

Every year、 vc、vork on dcvclopmcnt,but the quantity and quality of nc、 v product introductions is never enough

Wc will continue to strengthcn our efforts to dcvclop products of value to our customcrs

This ycar's Bando Tcchnical Rcport contains cxamplcs from thc product development mentioned above Wc
would、vclcome your comments and opinions

灼 んあ
KatsuhikO Hata

Exccutive Ofrlccr
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特別寄稿

カーボンナノチューブ薄膜のフレキシブリレエレクトロニクス応用

Fiexib:e Electronics based on Carbon Nanotube thin F‖ ms

大野 雄高*1
Yutaka OHNO

Carbon nanotube thin fllms are excelent conductive and llexible materlals that can be used as both semiconduc―

tors and metals for nexiblc clectronics,a technology for assembling electronic devices on■ exiblc plastic substratcs

High‐ pelformancc transparcnt conductive Flims and thin flim transistors can bc rca■ zcd by low‐ cost processes such

as coating,p● nting,and transfct with carbon nanotubcs The reccnt tcchnical progrcsscs、 vili be ovewie、 ved in this

repon

1  は じ め に

よリスマートなユビキタス情報端末として、軽量で

柔軟なプラスチック製の電子ペーパーや携帯電話、電

子タグといったフレキシブルデバイスの実現が期待さ

れている。また、柔軟なポリマー材料は機械的/生体
的に人体との親和性を持つことも可能であり、例え

ば、肌に接着可能なスマートセンサーなども提案され

ている。フレキシブルエレクトロニクスは簡便な印刷

技術に基づく環境調和性の高い製造プロセスと融合

し、例えば、超低コストで使い切り可能なデバイスを

実現し得る。フレキシブルエレクトロニクスの港在的

市場規模は数千億円～ 1兆円との試算もあり、世界各

国で官民間わず広く研究開発がなされている。最近、

主に有機半導体材料を用いて、直径数mmの棒に巻
き取ることが可能なoLEDデ イスプレイ[1]や電子
ペーパーが実証されるとともに、プラスチックフィル

ム上に小規模なマイクロプロセッサ[2]が実現される

など、フレキシブルエレクトロニクスが現実味を帯び

てきている。一方で、実用に要求される動作速度や動

作電圧、長期安定性、生産性をすべて満たす技術は未

だなく、性能とコストを両立できる材料 技術開発が
急務である。

フレキシブルデバイスはプラスチック基板上にトラ

ンジスタや表示デバイス、タッチパネル、配線などを

集積することで構成される。したがって、材料は柔軟

であるばかりでなく、低温でプラスチック上に形成で

き、また加工性も要求される。能動素子としては、作

製が比較的容易な薄膜 トランジスタ (TFr)が検討さ

れている。現在主流であるアモルファスシリコン (a

Si)や ポリシリコン (p。 ly Si)を 材料とするTF「 は

*1名
古屋大学工学研究科 准教授

平面デイスプレイの駆動素子として不可欠であるが、

高温 真空プロセスを要 し、PETな どの廉価なプラ
スチックフィルム上に 1■ 1を作製することは困難で

ある。最近、酸化物半導体や有機半導体、単層カーボ

ンナノチュープ (CNT)な どを用いて、低温でプラス

チ ック上にTFTを 実現する技術が開発 されつつあ

る。電極 配線については、銀や金に代表される金属
ナノ粒子を利用することにより、低温で低抵抗なもの

が実現されている。近年は、100℃以下の低温で焼成

できる材料 も開発されつつあり、廉価な PET上にも

形成可能である。一方で、焼成時間の短縮や酸化など

の化学的不安定性、マイグレーション、価格など課題

も多い。PEDOT:PSSに 代表される有機導電材料も検

討されているが、抵抗率が高 く (ヽ 1 0cm)、 また安

定性に課題があり、その用途は限定される。安価なフ

レキシブルデバイスを実現するためには、簡便で高速

な方法により、安定かつ低抵抗な配線を構築できる新

材料の開発も検討する必要がある。

本稿では、高性能なフレキシブルデバイスを安価に

実現する可能性のある材料として、最近注目されてい

るCM薄 膜を取 り上げる。はじめに、CNT材料の特
徴と期待されるエレクトロニクス応用について簡単に

述べたのち、特に進展が著 しい透明導電膜とTFrに
ついて、最新の研究動向を述べる。

2 カーボンナノチューブとそのエレクトロニク
ス応用

フレキシブルデバイス応用を目指す様々な材料の中

でも、CNTは優れた伝導特性に加え、柔軟性、化学
的安定性 耐薬品性をもち、透明導電膜や配線といっ
た金属的応用に加え、TF「 のチャネルとして半導体

BANDOTECmCALREPORT No.172013



的応用 も期待 されている。CNTは、図 1に 示すよう
に、グラフェンを切 り出して、継目なく円筒状に九め

た構造をもち、直径は lnm程度と非常に細 く、長さ
は数10nmか ら数 mmに もなる。その電子状態はグラ
フェンの電子状態をチュープの円周方向に量子化する

と得られる。グラフェンのエネルギーバンド (電子の

エネルギーと波数の分散関係)では、炭素の 軌道に
由来する直線的な価電子帯 (π バンド)と 伝導帯 (πネ

バンド)が κ点で接することにより、デイラックコー

ンと呼ばれる特徴的な構造が形成される。グラフェン

はバンドギャップのない半導体である。κ点におい

てバンド端は鋭 く尖つてお り、有効質量はゼロであ

る。したがって、グラフェンのキャリア移動度は極め

て高い。CNTの場合、グラフェンの高い移動度を引
き継 ぎなが らも、半導体応用上必須であるバ ン ド

ギャップを持つことも可能である。つまり、チュープ

の円周方向にキヤリアが閉じ込められ、周期的境界条

件により円周方向の波数ベ ク トルた上が量子化 され

る。κ点の状態が量子化条件を満たす場合、κ点に

有限の状態密度が存在 し、金属的な CNTと なるが、
それ以外の場合はバンドギャップが生じ、半導体的な

CNTと なる。半導体 CNTのバンドギャップは直径に
はぼ反比例 し、例えば、直径 lnmの CNTの 場合は
0 9cVで ある。このバンドギャップは トランジスタの

室温動作に十分な大きさである。CNTの状態密度は、
1次元構造特有の鋭いピークを持つ状態密度関数とな

る。炭素のソ
2結合は化学結合の中で最も強 く、CNT

の引張 り強度は50CPa以 上であり、あらゆる物質の中

で最も大きい (例えば、鋼鉄の引張 り強度は2 3GPal。

一方、曲げに対 しては非常に柔らかく弾性に富む。cNT

を薄膜状にした場合、そのネットワーク構造のため、

柔軟性のみならず伸縮性ももつため、プラスチック基

板を湾曲させたときに生ずる基板表面の伸長に対 して

も、電気的特性の劣化は小さい。

CNT薄 膜の場合、スピンコー ト法や インクンク
ジェット自1昂 1法などのウェットプロセス [3、 4]や、簡

単な転写法に[5]よ り作製された例が報告 されてお

り、簡易かつ低コストな製造プロセスが適応可能であ

る。さらに、CNTは ほとんどの有機溶媒に対 して耐

性があり、デバイス集積プロセスなどへの制約はほと

んどない。

CNTの材料的な課題としては、半導体/金属分離
が挙げられる。化学気相堆積 (CVD)法 などの方法
により単層 CNTを 成長すると、通常、半導体的 CNT

(ヽ 70%)と 金属的 CNT(ヽ 30%)の 混合物が得 ら
れる。TF「 応用の場合には半導体的 CNTを 、電極応

用の場合には金属的 CNTを 使用することが望 まし
い。最近、密度勾配超遠 い́ (DGU)法 [6]や グルフィ
ルトレーション法 [7]な どの方法により、高純度 (>

99%)で半導体/金属分離を行うことが可能となって
きてお り、それを用いたCNT TFT[8、 9]も 報告されて

いる。

ｌ
ｌ
■
▼

状態密度        状態密度
0金属ナ′チユープ    0つ半導体ナノチューブ

図 1 グラフェンとカーボンナノチューブ
上段は左からグラフェンの構造、エネルギーバンド図、K点付近のエネルギーバンド(ディラックコーン)、
状態密度。下段はカーボンナノチュープの構造、K点付近のエネルギーバンド、金属的ナノチュープの状
態密度、半導体的ナノチューブの状態密度。

エネルギー

ヽ

エネルギー

状態密度

エネルギー

―
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単一分子/少数分子応用

高移動度
高電流密度
極微細構造
高アスペクト比
高表面積/体積比

薄膜応用

中護漁灘″

パルク的応用

高導電率
大表面積

使用するナノチューブの数

図2 カーボンナノチューブの各種応用
使用するナノチューブの量により分類され、使用するナノチュープの量が少ないほど

技術的困難さが増す。

CNTは これらのように多くの特徴を備えており、
機械 電子 医療などあらゆる分野で注目されてい
る。特に、電気 電子応用としては、半導体関連技術
から表示デバイス関連技術、エネルギー関連技術ま

で、多岐にわたる。電気 電子応用においては、使用
するナノチュープの量や形態によって使い方が分類で

きる。図 2に、様々な応用例を、使用するナノチュー

ブの量を横軸に、技術的な難易度を縦軸として示す。

応用のひとつは単一から少数のCNTナ ノチュープを
用いる電子デバイスである。半導体ナノチュープのも
つ微細構造と高いキャリア移動度を利用して、現在の

シリコン材料では到達できないほど、微細で高性能な

トランジスタが実現可能である。金属ナノチュープは

集積回路の配線に応用できる。ナノチュープの大きさ

は生体分子の大きさと同等であり、半導体ナノチュー

ブを使用して、高感度にウイルスや抗体などの生体分

子の検出が可能なバイオセンサも研究されている。一

方で、少数のナノチュープを用いる場合、カイラル指

数の違いによる個々のCNTの特性の違いが顕著に表
れるため、すべての CNTの構造を揃えると同時に、
所望の位置に配置する必要がある。したがって、技術

的困難さは極めて高い。

一方、薄膜応用やバルク的応用の場合、個々のナノ

チュープの持つ特性のばらつきが平均化され、製造上

の技術的困難さは比較的低い。バルク的応用として

は、スーパーキャパシタの電極材料や燃料電池用の水

素吸蔵材料および電極材料などのように、ナノチュー

ブの良好な電気伝導特性に加えて、ナノチュープ集合

体のもつ巨大な表面積を利用するものが多い。薄膜応

用としては、cかばの良好な電気伝導に加えて、機械

的柔軟性、光透過性を利用することが可能である。し

たがって、ディスプレイやタッチパネルなどの透明導

電膜や駆動用 TFrと して期待されている。現在使用

されている透明導電膜としては、酸化インジウムスズ

(ITO)が一般的であるが、インジウムは希少金属で

あり生産国が限られているため、代替材料のひとつと

して金属ナノチュープが有力視されている。また、半

導体ナノチュープを用いたTFrは 、印刷法などの安

価な技術により作製できることに加え、プラスチック

などの耐熱性のない基板の上にも作製できる。した

がって、カーボンナノチューブを用いれば、柔軟性を

もつディスプレイや安価な電子ペーパーなどの電子機

器が期待できる。

3 プラスチック基板上へのカーボンナノチュー
ブ薄膜形成技術

CNTの成長は通常700～ 1000℃ の高温プロセスであ
り、プラスチック基板のガラス転移温度と大きな

BANDO TECHNICAL REPORT No.172013



ギヤップがあるため、cNTを プラスチック基板上に
直接成長できない。一方で、あらか じめ cNTを成長
し、その後簡単な塗布や転写により高性能薄膜を形成

できる。プラスチック基板上にCNT薄膜を形成する
方法としては、図 3に示すように、主に溶llz法 と転写

法の 2種類が用いられる。

溶液法では、化学気相堆積 (CVD)法 などで成長
した CNTを 水や有機溶媒などの液体に分散 し、スピ
ンコー トや印刷により基IFx上 に薄膜を形成する。溶液

法の特徴としては、前述の方法により半導体 CNTと
金属 cNTを 分離し、用途に応じて日的の CNTを 用い
ることが可能であることが挙げられる。課題 として

は、プロセス山来の伝導性劣化が挙げられる。基板や

担持剤に CNTを 大量に成長 した場合 (あ るいは一般
的に入手可能な煤状の CNT材 料の場合)、 CNTは 分
子間力により互いに東状 (バ ンドルと呼ばれる)に なっ

ており、液中に分散するためには、強力な超音波処I里

によりそれを解 く必要がある。この時、CNTは切断
され、短尺化される。大まかには CNT間 に働 く分子
間力は CNTの長さに比例するため、cNTを切断する
ことで孤立分散が容易となる。しかしながら、cNT
薄膜の導電率や移動度は CNT間の接触抵抗により支
配的されており、cNTを 短り(化すると、単位長さ当

利点 1高純度半導体/金属CNT利用可能
課題 :導電率・移動度向上,しきい値制御

たりの CNT間接合の数が増加し、CNT薄膜の性能を
著 しく低下させる。また、液中分散を安定化させるた

めに界面活性斉1な どの分散斉Jが添加されるが、それ完

全に除去することは難しく、残留分散剤によりcNT
間の接触抵抗が増大することも性能低 卜の要因となり

得る。TFT用 途の場合は、ネットワーク状の極薄 1臭
を形成する必要があるが、溶液の表面張力により凝集

し、不均一となり易い。集積回路を実現するうえで、

TF「 のしきい値制御は必須の課題であるが、分散剤

が残留するとキャリアをドーピングする作用があり、

TFTの しきい値制御が困難 となる。これらのことか

ら、現状では、溶液法を用いて作製された cNT薄膜
素子では、CNTの物性から予想される性能に比べ、
大幅に低い性能を示すことが多い。より高い性能が要

求される用途の場合には、より穏やかな分散技術や長

尺なcNTを選別する技術、界面活性剤の除去技術な
どの開発が必要である。当然、工程の増加とともにコ

ストが増す。

転写法では、比較的均一な CNT薄膜が得られる直
接成長法や濾過法により薄膜を形成 した後、プラス

チック基板に転写する。この場合、溶液プロセスにお

ける cNTの短りt化や凝集の問題がなく、均一で高性
能なCNT薄膜が得られる。プロセスとしては、まず、

‖転写法

利点:高導電率・高移動度.しきい値制御可能
課題 :金属CNT除去

図 3 プラスチック基板上へのカーボンナノチューブ薄膜形成方法
(a)溶液法、(b)転写法。

1溶液法

デバイス化

CNTの成長
手法:担持触媒cvD法 (バッチ成長)
生成物:煤状のcNT粉末

液中分散
手法:超音波分散
課題:cNTの短尺化,分散剤による汚染

基板への薄膜形成
手法:スピンコート,インクジェット印刷
課題:再バンドル化,不均―

分散剤除去
手法:洗浄.カロ熱等
課題 :残留分散剤

CNTの成長
手法:浮遊触媒CVD法

(大気圧,連続成長)
生成物 :フィルタに捕集されたcNT薄膜

基板への転写
手法:フィルタの溶解
課題:均―転写

デバイス化
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Si基板上や石英基板上に適切な密度の CNT薄膜を成

長し、それをプラスチック基板に転写する方法が提案

されている[10]。 この場合、CNTの 成長は従来型の

真空 バッチプロセスであり、製造コス トの面でポリ
Siに 対するメリットはなくなるものの、TF「 特性の

均一性 特性制御性に優れ、ポリイミド基板上ではあ
るが CNTを用いて初めて中規模集積回路が実現され
ている。また、浮遊触媒 CVD法 を用いることにより、
より簡便な転写法が開発されている[5]。 この技術で

は、大気圧の浮遊触媒 CVD法 によりCNTを 連続的
に成長し、エアロブルの状態で排出されるcNTを メ
ンブレンフィルタによりろ過 捕集することにより、
CNT薄膜を形成する。透明導電膜用途の比較的厚い

CNT薄膜の場合、フイルタ上に収集された cNT薄膜
はプラスチック等の他の基材に接することのみで容易

に転写される。TF「 用途の極めて薄い cNF薄膜の場
合は、メンブレンフイルタを所望の基板上に貼り付け

た後、溶解することにより転写できる[11]。 この場合、

メンブレンフィルタとしては、アセ トンに可溶なセル

ロースアセテー トおよびニ トリセルロースの混合物を

用いる。この転写技術の場合、工程が少なく簡便であ

り、成長炉の出ロノズルを工夫することによリロール

ッー ロール法にも展開できるため、より安価と言
える。一方、転写プロセスは cNTの成長技術 と関連

するため、成長から一貫して行う必要がある。このた

め、一般的に購入可能なCNTの場合、これらの転写
プロセスに用いることは難しく、現状では転写プロセ

スは一部の研究グループに限られて実現されている。

また、半導体/金属分離プロセスを導入することは難
しく、用途に応じて、CNTの成長後に金属 CNTま た
は半導体 CNTを 改質 除去する技術の開発が必要で
ある。

また、別の薄膜形成方法 としては、si基板上に垂

直に配向成長した多層 CNTか らcNTシー トを引き出

し、基板に張 り付けるという方法 も開発 されている

[12]。 この透明導電膜は伝導性にやや異方性があるも

のの、すでに一部の携帯電話のタッチパネルに用いら

れている。
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図4 プラスチック基板上に形成したカーボンナノチューブ透明導電膜。
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4カ ーボンナノチューブフレキシブルデバイス

41カ ーボンナノチューブ透明導電膜
CNTの透明導電膜応用は2004年頃から報告がなさ
れている[13、 14]。 CNT透 明導電膜 (図 4)は、ITo
と比較して、高い柔軟性、低屈折率 (つ まり低反射)、

低ヘイズ、無彩色、化学的安定性、レアメタルフリー、

熱処理不要、低コスト製造可能など、多くの特徴を持

つ。特に、製造コストについては、前述の大気圧浮遊

触媒 CVD法によリロール ッー ロール成膜も可能
であり、極めて安価な透明導電膜を実現できる可能性

がある。

透明導電膜用途の場合、分離プロセスにより得た金

属 CNTを 用いるとコスト高であり、as grownの cNT
(つ まり半導体 CNTと 金属 CNTの混合物)を用いる
ことが一般的となっている。直径の大い二層CMや
多層 CNTを用いることにより、半導体 CNrのバンド
ギャップを小さくし、室温で金属的特性を得る方法も

ある。ただし、多層 CNTの場合、電流は最外層のみ
流れることが知られており、内層は透明導電膜の伝導

に寄与せず、光透過率を下げる要因となる。

As grownの 単層 CNT(つ まり半導体CN「 と金属
CNTの混合物)の場合、前述のCNr成膜方法に加え、
低抵抗化のためのキャリアドービングを施す場合があ

る。例えば、濃硝酸を用いたドービングにより抵抗を

1桁程度低減することが可能である。一方で、 ドービ
ングの長期安定性や濃硝酸によるプラスチック基板の

浸食などの課題がある。安定なドービング手法として

は、CNTの 内部空間にF4TCNQな どの ドーピング作
用をもつ有機分子を内包する方法により極めて高い安

定性が得られることが実証されている[15]。 CNTの
両端を酸化処理により開端し、真空中で RTCNQと
ともに加熱する方法、あるいはRTCNQ溶液に浸潤
する方法により、F4TCNQが 自然にCNT内 に内包さ
れる現象を利用したものである。cNTの 開端プロセ
スによる欠陥の導入を抑制することに加え、より高速

で簡便なプロセスの開発が課題であろう。

CNT透 明導電膜の性能としては、9o%の 透過率で

数10～数Ю sqと 幅広い。これは、前述のように、

用いられているCNTの長さと不純物に関係している
と考えられる。図4(c)は最近報告されているプラス

チック基板上のCNT透明導電膜のうち、最も性能の

高い例[16]について、透過率とシート抵抗をプロット

したものである。この場合、CN「 は浮遊触媒 CVD法
により成長された単層 CNTで あり、転写プロセスに
より形成されている。この場合、プラスチック基板上

に形成した IToと ほぼ同等の性能が得られている。

なお、近年注目を集めているグラフェン透明導電膜の

場合、CNT薄膜よりも高い性能を示す報告例[17]は
あるものの、現状では銅箔上に高温でグラフェンを成

長したのち、転写する必要があり、コスト的なメリッ

卜は小さい。銀ナノワイヤを用いた透明導電膜は、CNT

やグラフェンに比べても低抵抗であるが、酸化やマイ

グレーションなどの課題を克服する必要がある。

CNT透明導電膜の柔軟性は極めて高く、例えば図
4(d)に 示すように、ITOの場合、3%程度のひずみ
により抵抗が急激に増加するのに対し、CNT薄膜の

場合、5%の ひずみにおいても抵抗の変化は10%以内
に抑えられている[18]。

42カ ーボンナノチューブ薄膜 トランジスタ
CW TFTは印刷や転写などの簡便なプロセスによ
り高移動度が得られるため、近年急速に研究が広がっ

ている。例えば、最近、インクジェット印刷法などを

用いて全工程を印刷技術により形成した例 [19、 20]

や、さらにロール ッー ロール法を導入して RFID
タグを作製しようとする試み[21]な どが報告されてい

る。これらの自〕刷プロセスにおいてTF「 の移動度は

4～23cm2/Vsであり、通常の印刷型有機 TFrに比べ

ると高い値である。一方で、CNT TF「 に期待される

移動度 (ヽ 1,lX10cm2/V● 1こ比べると低く、またオン

/オ フ比も10程度にとどまっている。移動度につい

ては、透明導電膜と同様にCNTの長さと不純物に依
存し、溶液法の場合にはCNT間のコンタクト抵抗の

寄与が顕著となり、移動度が低いことが多い。オン/
オ フ比 が 低 い 点 に つ い て は 、 単 一 CNTの FETに お い

てll16ヽ lll程度の値が得られていることから、CNT固

有の物性に出来するものではなく、バンドル状 CNT
や CNT周囲の電荷 トラップによるゲー ト電界のスク
リーニングなどの影響が考えられるが、まだ十分に理

解されていない。

最近、筆者らのグループは、孤立 した長尺 CNTの

得られる浮遊触媒 CVD法 と転写技術により、61Xlcm2
/vsを 超える移動度 [22]と 1い程度のオン/オ フ比を

同時に実現 した[11]。 このように as‐grownの CNTを

用いる場合、溶液法である半導体/金属分離技術は導
入できず、TFrの チャネルには金属的 CNTが混入す
る。しかしながら、cNTの密度を精密に制御すれば、
金属的 CNTの みで構成される電流パスは形成 され

ず、半導体的に振る舞う薄膜を得ることが可能である

[23]。 具体的には、CNTの ような有限の長さの棒状
物体をランダムに配置したとき、ある密度を超えると

電流経路が形成され、電気伝導が得られる。このとき

の密度をパーコレーションしきい値 (ρ山)と 呼ぶ。通

常、as grownの CNTの 場 合、約 2/3が 半 導 体 的
CNT、 約 1/3が金属的 CNTで あるため、cNTの密
度がρ山程度の場合、CNT薄 膜は半導体的に振 る舞
う。CNTの密度が 3ρh程度まで増加すると、金属的
CNTの密度がぃ に,1達 し、金属的 CNTの みで構成
される電流経路が形成される。その結果、オフ電流が

増加する。この転写法では、フイルタにCNTを捕集
する時間により、cNTの密度を制御できる。なお、TFT
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用の CNT薄膜の場合、堆積時間は2～ 5 scc程度で
ある。

図 5は筆者らがプラスチック基板上に作製した

CNT TFTと 集積回路である。基板は透明性があり、
ガラス転移温度が比較的高いPENを用いた。PEN基
板のガラス転移温度は160℃であるため、全ての素子

プロセスを145℃以下で行った。今回は、フォトリソ

グラフイや真空蒸着等の一般的な半導体プロセスを用

いている。CNT薄膜は素子の最表面に転写されてい
る。TF「 のサイズは、将来的な印刷プロセスの導入

を考慮して、チャネル長とチャネル幅はともに10%m
である。

図 5(c)は、プラスチ ック基板上に作製 した TF「
の転送特性の一例である。従来の溶液法とは異なり、
ヽ1びの高いオン/オ フが得られている。図 5(d)に 、

得られた cNT TF「 の移動度とオン/オ フ比を既報の

CNT TFTや他材料の TF「 を比較した (こ こでは基板

の種類を問わずまとめている)。 移動度に関しては、

高温ポリシリコンと同等の値が得られている。

集積回路を作製する上で、TF「 のしきい値の制御

が必須であるが、大 きな電子親和力を持つ FITCNQ

を用いた化学 ドービング[24]に よりしきい値の制御を

行っている。この手法では、F4TCNQの濃度によりし

きい値を制御できる。今回作製 した論理集積回路で

は、ゲー トとソースを短絡させた TF「 を負荷 とし、

負荷 TF「 に化学 ドービングを行うことにより、論理

しきい値の制御を行った。この手法により、各種基本

論理ゲー トに加え、リング発振器、メモリ機能を持つ

フリップ フロップなどの論理回路を実現した。例え
ば、図 5(c)ヽ (g)は 21段のインバータを接続 したリン

グ発振器である。出カバッフアと合わせて、44個 の

TFrが集積されている。このリング発振器は、電源

電圧約-2Vで 発振をはじめ、-4Vの ときの発振周
波数は2 0kHzで あった。 1ゲー トあたりの遅延時間
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図 5 プラスチック基板上に形成 したカーボンナノチューブ薄膜 トランジスタおよび集積回路
(a)写真、(b)CNT TFTの 素子構造、(c)枯 VGS特性、(d)移動度とオン/オ フ比、(e)リ ング発振器
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は12μ sである。この遅延時間は、従来報告されてい

る CNT TF「 によるリング発振器より短い。なお、こ

の試作においては、プラステツク基板の熱収縮を考慮

し、やや大きい層問合わせ余裕を用いて設計 してお

り、ゲー ト電極とソース ドレイン電極のオーバー
ラップが大きい。このため、測定された遅延時間の約

90%は オーバーラップ部の寄生容量の充電時間であ

る。実際には、PEN基板の場合、今回のプロセス温
度では熱収縮を考慮する必要はなく、層間合わせ余裕

を低減することにより、約 1桁程度の高速化が見込ま

れる。また、このリング発振器は、大気中にて10か月

間保管した後においても、ほぼ同じ発振周波数にて発

振動作を確認 している。

5 まとめと今後の展望

CNT薄膜のフレキシブルエレクトロニクス応用に
ついて、薄膜形成方法と透明導電膜応用、TF「 応用

について、最近の研究動向と筆者のグループの研究を

交えて述べた。本文ではCNT薄膜の利点を主に述べ

たが、実用に至るまでの課題も多い。透明導電膜につ

いては、市場への投入が始まっているものの、性能

信頼性 価格の3点をすべて満たすものはまだなく、
限定的である。単層 CNTを 用いる場合には、やはり

安定かつ簡便なドーピング技術を開発する必要があ

る。多層 CNTを用いる場合は、層数の最適化と制御、
CNTの長尺化、大量合成と簡易薄膜化プロセス、孤
立分散技術などを開発する必要がある。

TFrについては、特にアナログ応用の場合、素子

特性の均一性の向上が重要である。ランダムに配置さ

れたネットワーク状のCNT薄膜において均一性を確
保するためには、チヤネル中のCNTの本数を1曽やす
ことが重要である。これに伴い、金属 CNTの混入し
た系ではオフ電流の増加が生ずる。したがって、高純

度の半導体 CNTを 用いる必要がある。ただし、cNT
の短尺化を防ぐとともに、コスト的な優位性を失わな

いように、簡便 高速な分離プロセスを構築する必要
がある。さらに、分散 分離プロセスにおける歩留ま
り (投入したcNTの量に対 して分離して得られた
CNTの量、現状では01%前後)を大幅に改善する必
要がある。また、成膜時のバンドル形成の抑制、成膜

後の清浄プロセスなども素子特性制御の上で、重要で

ある。これらの材料的課題に加え、素子技術の課題と

しては、大気安定なn型素子の実現、環境分子による

特性変化の抑市1(保護膜形成)、 プロセス技術の課題

としては、印刷技術の導入による高スループット製造

技術の確立、機能化の課題としては、表示素子やセン

サーとの集積化などが挙げられる。
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温での金属接合を可能にする銀ナノ粒子接合材料

AgNP‐based Die‐ attach Materiais fbr Meta卜 metal Bonding at Low‐ temperatures

渡辺 智文*1     下山 賢治*l
Tomofumi WATANABE     KcnJI SHIMOYANIA

畑 克彦*〕
Katsuhiko HATA

Silver nanOpalticle(AgNP)pastes are plomising candidatcs for dic‐ attach materials of powcr LED and power

semiconductor devices Effcct of bonding conditions On shcar strcngth and thermal conductivity was investigated

、vith AgNP pastes Thc AgNP pastcs sho、 ved high shear strcngths of around 30 MPa and high thenllal conductivitics

ofalound 100W/mK although they wcrc sintercd at tcmpcraturcs iower than 300℃ witllout any outcr apphed stress

山田 充 *1
Mitsuru YAMADA

武居 正史*l
Masalllmi TAKESUE

1緒 言

エレクトロニクス実装分野におけるダイアタッチ用

接合材料の主要機能は、相手材を機械的、電気的、お

よび熱的に接続することである。相手材の羽質や必要

とされる特性に応じて、現在はtに はんだや導電性接

着剤が使い分けられている。いずれも実績が豊富な優

れた羽■卜であるが、sicパワー半導体やパワーLED
の開発に代表されるように、半導体素子の使用温度は

高くなる方向で開発が進んでおり、接合材を含む周辺

部材には一層高いnll熱性が要求される傾向にある。は

んだを用いた接合は金属の溶解凝固を利用しているた

め、耐熱温度を上げようとするとはんだ材料の融点を

上げざるを得なくなり、接合温度が高くなるデメリッ

トを生じる。導電性接着剤は一般的に熱硬化性エポキ

シ樹脂のような有機物を多く含むため、耐熱 ..度 には

おのずと靱l約が生じる。さらには、デバイスの熱抵抗

を下げて耐熱信頼性を高める観点から、接合材料には

熱伝導率を上げることも望まれているが、はんだや導

電性接着剤ではいまの値を大きく上げることは難 し

い。このようなユーザーニーズの変化のため、ハイパ

ワー素子を用いる実装分野においては、熱伝導率が大

きく、かつ接合温度を上げることなく高い耐熱性が得

られる新規な接合羽■レ 求ゞめられている。

近年li案 されている新 しい概念の接合材本1のひとつ

に、貴金属ナノ粒子を用いる接合材料がある[1]。 金

や銀のような貴金属は本質的に熱伝導率と機械的強度

が大きいが、融点も高い (表 1)。 しかし、貴金属ナ

ノ粒子の融点は、サイズ効果によつて室温 l■度にまで

大きく低下すること、そして粒子間の融着が進むと融

点は再び L昇することがよく知られている[2]。 つま

り、このような貴金属ナノ粒子の特性を利用すること

によつて、上述 した特性を兼ね備えた接合羽■|が可能

になると考えられる。

表1 各種材料の物性比較

材半1
ヤング率

CPa

熱伝導率

W/mK
抵抗率

″Ωcm

円虫1,

℃

現行接合材 鉛はんだ 21 300

鉛フリーはんだ 50 11 217

金スズはんだ (60) 54 280

導電性接着剤 (5) (100) (分解 )

貴金属
/1b 320 1064

銀 420 16 962

*lR&Dセ ンター
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これまでに我々は、プリンテッドエレクトロニクス

に向けた各種金属ナノ粒子インクの製品開発を行って

きている[3、 4]。 我々の技術的特徴は、低い焼成温度

と高い分散安定性の両立にある。焼成温度が低いこと

は、ナノ粒子間の融着が生じやすいことをも意味する

ため、、そのようなナノ粒子は一般的には分散安定1生、

ひいては貯蔵安定性が損なわれる。我々は、ナノ粒子

倉」製技術にさかのぼって取り組むことと、さらには社

内で長い歴史を持つエラストマー材料におけるフイ

ラーのナノ分散技術を活用することで、この相反する

特性を両立させている。これらの技術は、金属ナノ粒

子を接合材料に適用する上でも重要な技術であり、銀

ナノ粒子接合材の合成条件と分散条件を新たに検討す

ることで、接合材料として有望な銀ナノ粒子も調整す

ることができた。本報告では、この銀ナノ粒子接合材

の接合強度、熱伝導性、耐熱性を中心に述べる。

2実 験 方 法

合成した銀ナノ粒子は平均粒径がおよそ数十 nmで

あり、形状は主に球形であつた。得られた銀ナノ粒子

にペースト化処理を行って銀ナノ粒子接合材を作成し

た。銀ナノ粒子接合材の粘度は、レオメーターを用い

て評価した。接合実験は、接合面に金めっきを施した

部材を用いて行った。銀ナノ粒子接合材の塗布は、お

もにピントランスファー印刷法、またはスクリーン印

刷法によって行った。接合は、電気オープンを用いて

大気雰囲気で焼成することで行つた。焼成中、特に加

圧は行わなかつた。接合温度は190-350℃の間で変量

した。熱伝導率はXcフ ラッシュ法で根1定 した。結晶

子径は粉末 X線回折測定で求めた銀の回折ピークの

半値幅をschcrrcr式に代入して求めた。接合部の断面

評価は、イオンミリング法によつて試料調整した接合

部の断面を走査型電子顕微鏡によって形態観察し、エ

ネルギー分散型 X線分光‖1定 によって元素分析する
ことで行った。接合強度はボンディングテスターを用

いて測定した。と―トサイクル試験は、接合した試料

を専用の電気オープンに入れ、低温側は-40℃、高温

側は125ま たは175℃ として、30min毎に冷却と加熱を

繰り返し、一定回数後の接合強度を測定することで評

価した。

3結 果 と 考 察

本研究で得られた銀ナノ粒子接合材の代表的なせん

断粘度を図 1に示す。配合 Aは ピントランスファー

印刷、配合 Bは メタル版を用いたスクリーン印刷、

またはディスペンサー印刷が可能であつた。

♂

♂

♂

♂

ぴ

σ

τ
〓
Ｌ
燃
黒
塩
ｅ
中

102
1 10310

せん断速度 [1′Sl

図 1.銀ナノ粒子接合材のせん断粘度

次に、得られた銀ナノ粒子接合材を用いて、接合温

度、接合時間を変量して接合した試料の接合強度を図

2に示した。銀ナノ粒子接合材は、無加圧による接合

にもかかわらず、240℃ では接合強度はlЮOgf/mm2以

上、270℃ では201Xlgf/mm2以 上、300℃ では4500gノ mm2

にも達した。図 2の傾向より、接合温度と接合時間は

ともに接合強度に寄与するが、どちらかといえば接合

温度のほう力`接合強度に大きく影響すると言える。接

合強度が増加したのは、銀ナノ粒子間の融着が進行し

たためと考える [REF]。 銀ナノ粒子間の融着は粒子

表面に吸着した有機物の揮発を伴うため、接合温度の

影響が大きく出る結果になったと考えられる。現行の

汎用的な接合材の中で最も耐熱性が高く、従来型の si

パワー半導体の接合にも用いられている鉛はんだ (鉛

を80-95%含有している)は、通常350℃ で接合され、

接合強度はおよそ15K10-2∞ Ogν mm2である。つまり、

銀ナノ粒子接合材を用いることで、鉛はんだよりも低

い接合温度でも高い接合強度が得られることが分かつ

た。

０００

０００

０００

０００
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図2 銀ナノ粒子接合材の接合強度の接合条件依存性

破壊面の顕微鏡観察から、いずれの試料において

も、破壊は銀接合層内での凝集破壊であり、金―銀界

面での破壊は認められなかつた。典型的な接合部断面

の電子顕微鏡写真と元素分析測定結果を図 3に示し

た。接合材層は大きな気泡もなく緻密に形成されてい

た。また、元素分析結果から、銀―金界面において、

BA― pTECHNICAL REPORT N017/24113



銀と金が原子 レベルで相互に拡散 していることが認め

られた。つまり、この銀ナノ粒子接合材の本質的な接

合機構は、物理的な結合ではなく金属拡散結合である

ことが分かつた。

図 3 銀ナノ粒子接合材を用いた接合部の断面観察結果

銀ナノ粒子接合材を使用して種々の条件で接合した

試料のヒー トサイクル試験結果を図 4に示す。高温側

は175℃ (図 中の黒●▲ )、 または125℃ (図 中の自○

△)で行つた結果を示している。いずれの接合条件で

も、400-500サ イクル経過後に接合強度の低下が見ら

れなかったことから、銀ナノ粒子接合材が期待 したよ

うな耐熱性を示すことを明らかにできた。なお、別途

行った銀接合層の熱分析から、接合後の銀ナノ粒子の

融点がバルク銀とほぼ同じ960℃ であることを明らか

にした。さらに、接合した試料を250℃ の電気炉に入

れ、一定温度における耐熱性試験も別途実施した。結

果は図示 しないが、190℃ で接合した銀ナノ粒子接合

材を250℃ で長時間保持 しても再融解することはな

く、接合後の銀ナノll子の融点は確かに ヒ昇している

ことがわかった。また、接合強度力`大きく増加するこ

ともなかったため、接合温度を超える熱処理で銀ナノ

粒子間の融着がさらに進行することもなかったと言え

る。

0     100   200   300   400   500
サイクル回数卜]

図 4.銀ナノ粒子接合材のヒー トサイクル試験結果

種々の条件で焼成した銀ナノ粒子接合材の熱伝導率

を表 2に示した。熱伝導率も接合強度と同様に、接合

温度が高くなるほど増加する傾向を示した。これも銀

ナノ粒子間の融着の進行によつて、機械的強度が上昇

したことと合わせて、熱伝導経路の形成も進んだため

と考える。熱伝導率は、250℃焼成では80WlmK、 350℃

焼成では99W/mKに 及んだ。すなわち、銀ナノ粒子

接合材を用いることで、一般的なエポキシ銀系導電性

接着剤やはんだでは到底到達しえない水準の熱伝導率

が得られることが分かつた。またこれらの焼成条件に

おける銀ナノ粒子接合材の体積抵抗率はおよそ2-5
μΩcmの水準にあり、現行の接合材を大きく上回るこ

とも分かった。

さらに、銀ナノ粒子間の融着と熱伝導率の関係を明

確にするために、いくつかの試料の熱伝導率を銀ナノ

粒子の結晶子径でプロットした結果を図 5に示した。

熱伝導率は結品子径に対しておおむね正の相関を示し

たことから、銀ナノ粒子間の融着の進行によつて熱伝

導経路の形成が進行 したとする上述の関係が裏付けら

れた。

200
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辞

0~0     20    40    60     80     100

結晶子径 (nm)

図 5 焼成 した銀ナノ粒子接合材の熱伝導率と
結晶子径の関係
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表2銀ナノ粒子接合材の熱伝導率

焼成温度

℃

焼成時間

m in

熱伝導率

W/nlK

120

250 30 80

350 99

400

212

ｅ

／

~‐ 0-――-5-――――――
~°

I舒 州 ヒ 狩 面 n
~270° C,10 min
-270° C,30 min
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4結 言

新たに検討した銀ナノ粒:i17K合材は、特にltt成 中に

加圧を行わなくても,t‖ l[度 での金属拡散接合が可能で

あった,接合‖1間は 1,む しろ接合温度が接合強1支 ニソく

きく依存した 銀ナノ本,■間の高1着 のi■行が接 f)強
度、さらには熱伝導イに効 ,t的 に影響することが分

かった。従来よ ,高面1熱接合1材 として用いられている

f.はんだよ ,も 低い接イゃ‖1[1■で、高い接合強度、11い

熱伝導■
'が
得られた.熱伝i尊率は200-350℃ の焼成条

件では77-99W mKと 、lt存 の接合材料では得るこ
とができない水

'11に

比することが分かつた。ヒー トサ

イクル試験などの結 ,tは 、今[1得 られた銀ナノ粒
「
接

合材が優れた耐熱イ,i頓 1■を持つことを示した :
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研究論文

谷口 仁 *l
Jin TANIGUCHI

‖臭化による性青ヒ油iに 各「果題力iあ る |:、 フイルZ、層、粘
着剤14 1ij由 iの設,「のアプローチにより画質、1なに、ll

久性、施I性、寸法安定性などに優れ、かつ・」火認定
に対1し している製古ムを開発していかなければならな

い。

今「1こ れらの問題を解決して、内装用す全で‖l限 なく

l■用することができる建築基 ll法の防火認定に対応し

た DP製品として、オケに石膏ボー ドなどの金ll llx以 外
の下lLと 組み合わせても不 ll・材本1と なる、薄膜化され

たインクジェットメディアならびにラミネー トフイル

ムの ll`さ をイ子い、 グランメ ンセ GM―NCM(イ ンク
ジエ ントメディア)、 CM―NCOC M(ラ ミネー トフイ
ルム)を 開発し、 llx売 を始めた。

本‖tでは、開発に際して重要なポイントとなった、

印‖1フ イルム喘、人漁醒 護フイル′、増と粘着剤輌の設

計ならびに、これらを作りこむために必要となった製

造技術について説 月する。

・ 1化成171事業部

インクジェットメディア・ラミネートフィルムの不燃対応製品の開発

Development of Non‐ combustible productforinkiet Media and Laminate Fi:m

星野 真理子 *1
Maiko HOSHINO

1  は じ め に

「1社 ブランド製品「バンドーグランメッセJ と呼 |ゴ

れる、尾内外の広 :i看板などに使用される DP(デ ジ
タルプリント)製品を L市 してから約 15年が経過す

る。この DP製品は,Lに屋内外のサム告看 llKな どで使用

される粘着11が ili層 されたフィルムで、業 1/J'Hの ワイ

ドフォーマットのインクジェットプリンターで出力さ

れるデジタルプリント用メディアとその人山iを保護

意)1付
|チするラミネー トフイルムで構成されている。

これらインクジェ ントメデイア及びそのラミネー ト

フィルムの用途としては、これまで屋外広告看板が中

′亡、であったが、今後法規制に適合する用途、分lllを 広

げていく必要がある。そのひとつとして、防火認定を

要求される分野での利用を孝え、それにi芭′‖HI能 な下

地材の種類も1曽やしていく必要がある。最近では内装

イオにも使用されるようになってきており、この点でも

防火認定のニーズが特に高まってきている

内共材用j=で防火認定を受けるためには、発熱量 llt

減を‖的とした製品の薄膜化は大きな流れになる。薄

ラミネートフィルム

インクジェットメディア

下地材

Tradi■ onal appHca■ ons forinkJct mcdia and lamin■ c ilnl hNc bcen centered on outdoor b‖ lboards,but lll rcccnt

ycar、 thcsc products havc also colnc to bc tlscd in indool applications Basc matcrials(other than mctal)must bc cer―

■■cd as highly irc rcζ stant t)r unrcst● ctcd usc in ftltulc indoor applた alons lnkJct mcdia and lalninate illln must

bc thinncd to obtain ceniflcation.、 vhich causcs ploblenls in tcrms of peribnlnance ハヽ′c dcvcloped a prOduct ccrtiflcd

highly lire― resistant.、 vith exccncnt dimcnsional stability appcarancc t:nd printability thrOugh thc dcsign of the fllm

laycrs tlnd thc pressure― sensitivc flim layc■ as、vcll as、vith inanuFacturing tcchnology

図 l DP製品の構造と使用例
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内装制限一覧表抜粋
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図2 防火認定の対象事例

2防 火認定の概要

最近の建築基準法の改1卜により、特定の要件に合致

する広告看板にも不燃材■卜の使用が義務4・lけ られた。

また、近年、DP製品は広告看板だけでなく内装材に

も使用されるようになってきており、この点でも防火

認定品のニーズが高まっている。

屋外においては、建築基準法第66条 により、防火地

域に指定 されたエリアにある高さ3mを 超える看板
は不燃材本1で構成する必要がある。今Llの 開発品の主

用途である屋内においては、建築物には、「避難時間

を確保するために内装を燃えにくくするJ目 的から、

内装制限という取扱いが建築基準法第35条の 2で規定

されている。対象となる7L「築物は『特殊建築物等』と

よばれ、すべての建築物が内装制限を受けるというも

のではないが、一般的な商業施設であれば必ずいずれ

かのカテゴリーで適用対象となっている。

防火認定には、その性能に応じてグレー ドがあり、

建築基lll法施行令108条 の 2な らびに 1条 5号、 6号

に規定されている。対象物に通常の火災による加熱が

加えられた場合に、対象物が燃焼するまでの時間、な

らびにその間に生ずる破壊、変形、有毒ガス発生など

に関する要件の満足度により区別されている。そのグ

レー ドには①不燃材料② i準不燃材料O難燃材料があ
り、場所や量に応じて、制限なく使用するためには最

も要件のlllxし い不燃ll十 による認定を取llする必要が

ある。

防火認定の評価は、コーンカロリーメーター試験に

よる発熱性試験で行われ、総発熱量 8 MJ‐ m!以下が合

格の判定基準となっていた。しかしながら、最近の国

土交通省の運営基準は7 2MJ/m2以 下に変更され、認

定の取得はさらに厳しくなつている。

一般的な不燃下地は法律で例示されており、それら

は大きくアルミ板、アルミ板を除く金属板、非金属板

ラミネートフイルム

粘着剤層

インクジェットプリント層

P Vcフ イルム層

粘着剤層

ド地材

(石膏ボード、亜鉛メッキ鋼板などの金属枚 )

図 3性能試験体の構成

に分類される。このうち非金属板については指定の石

膏ボードに施工した試験片で認定試験に合格すること

により、すべての不燃下地に適用することができる。

ほとんどの不燃下地は燃えないものであり、その総発

熱量はゼロであるが、石膏ボードは紙を使用している

ため発熱がある。この発熱量を考慮してDP製品の発

熱量を設定しなければ、不燃材料の認定を取得するこ

とができない。

以上のような法改正、ならびに企業コンプライアン

スの意識の高まりから、防火認定対応品の市場ニーズ

が高まっているが、とりわけ非金属下地と組み合わせ

て使用するDP製品については、防火認定 (7｀ ll羽 十D
の認定要件が厳しいため、従来はキヤスト法による薄

膜品のみが認定を受けていた。

従来から金属板については当社も含め、競合他社の

多くが認定を取得しているが、非金属板については認

定要件の厳しさから、現在市場にあるものはA社の

キヤスト法で作られた薄膜品のみであった。しかし、

キャスト品は非常に高価であることから、市場ではコ

ストパフォーマンスがある汎用性の高い製品が求めら

れており、Hf場要求に合致するものが開発できれば、

規模の大きな新市場を開拓することができる可能性が

ある。
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表 1 目標水準

3日 標 水 準

金属板を除く数種類の不燃材料を基材にする場合の

メディアに印刷し、ラミネートフィルムを積層した構

成についての目標水準を表 1に示した。

4実 験

41設計構想
インクジェットメディアならびにラミネートフィル

ムの防火認定の取得にあたっては、有機質量を低減す

ることによって総発熱量を抑制させることができるの

で、他の品質の許す限り各層を薄くすることが好まし

いといえる。また、実際のメディアやラミネートフィ

ルムは単一のポリマーで構成されているのではなく、

複数のポリマーが混合されたり、可塑剤などの有機化

合物や充填剤や顔料などの無機化合物が添加されたり

している。したがって、総発熱量低減の手段としては

無機質の合有比率を高め、有機質の比率を下げること

も有効である。ここで代表的な例をとって、図 4に総

厚みと総発熱量の関係、図 5に有機質量と総発熱量と

の関係のグラフを示した。

総発熱量は、当然のことながら有機質量が少ないほ

ど低くなることが認められた。また、不燃材料として

認定を受けるためには、下地材からの発熱がない場合

には、印刷したインクジェットメデイアとラミネート

フィルムとの積層体の発熱量が7かJ/m2以下であれ
ばよいが、石膏ボードのような発熱する基材に対して

は、下地材からの発熱量を差しヲlかなければならない

ので、インクジェットメディアとラミネートフィルム

との総厚さは、より薄くなるよう設定する必要がある。

従来当社が上市しているDP製品の最小厚みの構成
は180/2m(有機質量240g/ぽ)であり、その発熱量は
8 MJ/m2であった。したがって、本開発を成功させる

ためには、現製品よりも薄い仕様を完成させる必要が

ある。

´

―

―

―
三‐■璽画書責ボず二

（
ｔ

ヽ

三
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縫

駅

釜

120  140  160  130  200  220  240  200

厚み(μ m)

図4 有機質量と総発熱量の関係

150      200      250      300

有機質量(g/r)

図5 総厚みと総発熱量の関係

図4および図 5に示した結果より、石膏ボードの発

熱量が3 5MJ/ぽ前後であることがわかり、日標とす

る印刷物の有機質量は175g/m2以 下、層厚みは13572m

以下でなければならないことがわかった。

以上のことから、印刷物での総発熱量7 2MJ/m2を

満足するためのメディアおよびラミネートフイルムの

仕様案を表 2に示した。

すなわち、現製品と比較して、メディアは有機質量

を4害J減、厚みを2割減、またラミネートフィルムに

（
ｔ
ヽ

コ
）
咄

癬

駅

墾

防火性能

総発熱量が7 2MJ/n12以下

最大発熱量が10秒以上継続して、200KW/ぽを超えないこと

加熱開始から20分間、貫通および亀裂、穴がないこと

作画性

インク吸収力 300%E口帰」音5で インクのにじみがないこと。

発色性 発色性を保持 し、濃度ムラがないこと。

乾燥性
プリント30分後、プリント面と離型紙裏面を手で押さえてインクが

付かないこと。

寸法安定性 (収縮) 現行の50%以下

フローマーク 反射光による光沢ムラが見えないこと
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表 2 製品仕様案

表 3 薄膜化による懸念事項

目標有機質量 (g/m2) 目標厚み (″ m)

ラミネート メデ イア ラミネート メデ ィア

フィルム層 64以下 62以下 51以 下 52以 下

粘着剤層 18以下 21以下 15以下 17以下

lJ自1昂J噴射 10以下

合計 175以 下 135以 下

品質項目 懸念事項

寸法安定性 (収縮)
薄膜化するためには、フィルムの延伸倍率を高くする必要があり、これによって

施工後の寸法安定性の低下や、カールの発生が懸念される。

フローマーク
内装用であることから、印刷物に近寄つて見られるケースがあるので、画像の欠

点が目立ちやすい。

印刷時の作画性の改良 インク吸収能力が減るため、にじみ現象が発生しやすい。

ついては厚みを2割減する必要がある。

ここまでの設計構想では、机上の計算となるが、表

2から目標厚みは約5レmである。
競合カレンダーメーカーの製造可能なフイルム厚み

は6麟 mが最低であるが、当社はそれよりも薄膜フイ
ルムを製造できる技術を保有している。その推定要因

としては、得意分野でのニーズがないことや、作業者

の熟練、設備上の問題などが推定される。

次に、カレンダーフィルム法とA社の行なってい

るキヤスト法との比較について述べる。図 6には、総

厚みが13レ mで有機質量が175g/m2の ときの可塑剤添
加量と発熱量との関係を示す。これより、同じ厚みお

よび同じ有機質量であっても、可塑剤が多いほど発熱

量が大きくなることがわかる。DP製品に用いるカレ
ンダーフィルムは一般的に可塑剤添加量が15～ 30PHR

であるが、キャスト法ではその製法上可塑剤添加量が

最低でも35PHR程 度となる。したがって、キャスト

法で防火認定取得できるDPメ デイアをつくろうとす

るとカレンダーフィルムよりもより薄いフイルムを用

いる必要があることがわかる。薄くなればなるほど、

印刷のしにくさや施工のしにくさが際立ってくるた

め、キャスト法よリカレンダーフィルムの方が有利で

あるといえる。

一方で当社のカレンダーフィルムにおいては、これ

まで薄膜、高充填 高耐候 無欠点の4つを追求して
きた。これより、日標の厚みと有機質量をもつフイル

ムを製膜することはこれまでの技術を活用することに

より可能と判断できる。これに加えてDP製品固有の

品質を作りこむことができれば、防火認定対応製品を

実現することができると想定した。

次に薄膜化することによる品質上の懸念事項を取り

上げ、検討を行った。その中でも特に重要な3項目を

表 3に示した。
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構成体の平均可塑添加量(PV0100重量部当り)

図6 可塑剤添加量と総発熱量との関係
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表 4 テンションカットロールの材質および形状の検討結果

実験 No ブランク 1 2 3

材質 な し 紙 シリコーンゴム EPDM

動摩擦係数 04

シワ入り ○ ○ ○ ×

蛇行 〇 ○ ○ ×

加熱収縮率

現行品対比

(%)

100% 97% 41%

総合 △ × ○ ×

※目標 :加熱収縮率を現行品対比の50%以下、シワ入り、蛇行なきこと

表 5 開発品の厚み構成

表 6 開発品を用いて作製 した印刷物の評価結果

厚み (μ m) 有機質量 (g/mう

ラミネー ト メディア ラミネー ト メデ ィア

フィルム層 46± 4 47± 4 63以下 62以下

粘着剤層 13± 2 15± 2 17以下 20以下

目標水準 達成水準

不燃性 総発熱量が7 2MJ/ぽ以下 6 8MJ/m2

最大発熱量が10秒以上継続 して、200

KW/m2を 超えないこと

超えない

加熱開始か ら20分 間、貫通および亀

裂、穴がないこと

な し

作画性 吸収、発色、乾燥 良好

収縮率 (%) 現行品対比の50%以下 現行品対比の41%

フローマーク 反射光による光沢ムラが見えないこと な し

42寸法安定性 (収縮)
カレンダー加工品については、流れ方向の延伸が必

ず発生するため、幅方向に比べて、流れ方向に収縮率

が大きくなる。このため、メディアに印刷後よく乾燥

させずにラミネート加工すると、インク中に含まれる

溶剤の影響により流れ方向に収縮しようとする力が働

く。こうして生じた歪はメディアを離型紙から剥離し

た際に開放され、印刷物を内側にカールさせてしま

う。そのため、施工時の作業性が悪くなる。この現象
は薄膜化することでさらに顕著になることから、課題

解決にあたっての重要なポイントとした。

PVcフ ィルムは非晶性樹脂のため、圧延成型時の
歪みが残存しており、再度その温度に達した際に歪み

を解消する作用が働 く。すなわち、Pvcフ ィルムは
一般的に加熱すると流れ方向に収縮する。歪みを軽減

し収縮を抑えるためには、ある一定の温度範囲にある

領域 (エ ンボスロール～巻取 リロール間の冷去口工程 )

で極力延伸がかからないように制御する必要がある。

そこで今回、エンボスロールから巻き取 リロールまで

の間にあるアニールロールの上にテンションカット

ロールを設置し、冷却ロール上でのフイルムのすべり

を制御する方法を検討 した。

テンションカットロールの仕様 (材 質 形状 荷
重)がフィルムの寸法安定性およびシワ入りにおよぼ
す影響を検討した結果を表 4に示した。

表 4よ り、紙ロールより動摩擦係数が高いシリコー

ンゴムロールを用いるとテンションカットに効果があ

り、収縮を低減できることがわかった。EPDMロ ー
ルの動摩擦係数はさらに高いが、表面形状がスパイラ

ルであるため、フイルムが片方向に偏った。一方、動
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図 7 開発品の発熱量

摩擦係数が低い紙ロールはシワ人りや蛇行は発生しな

いが、テンションカット機能が不足していた。材質に

シリコーンゴムを用いると、動摩擦係数が高く、適度

なテンションカット性能を有することが認められた。

また、シリコーンゴムは表面形状を種々検討すること

ができるため、テンションカットロールに最適な形状

を選定することによリシワ入りも発生しなかった。そ

の結果、日標の加熱収縮率を有するフイルムを安定 し

て生産することが可能となった。

5結 論

本検討で開発したメディアおよびラミネー トフィル

ムの仕様を表 5に示した。また、これらを用いて作製

した印刷物についての評価結果を表 6に 示 した。ま

た、開発品の発熱量を図 7に示す。

以_Lの ように、石膏ボードに積層して防火認定 (不

燃材本)に対応し、かつ画質と施工性に優れたインク

ジェットメディアとそのラミネー トフィルムを開発す

ることができた。

星野 真理子
Mariko HOSHINO

2∞8年  入社
化成品事業部

また当認定取得製品は業界で二番目であり、カレン

ダー法では業界初となる。これにより、コス トパフォー

マンスに優れた汎用性の高い製品となるため、内装市

場などの規模の大きな新市場を開拓できる可能性があ

る。

谷 口  仁
Jin TANIGUCHI

1997年 入ll:
化成品事業部
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研究論文

成田 榮一*2
Eiichi NARITA

1緒 言

亜鉛めっき鋼は亜鉛の犠牲防食作用により、広 く使

用されている。ゴムと亜鉛の接着方法は、大別すれば

接着剤を用いる間接接着法と接着斉Jを使用せずにゴム

中に接着付与剤を練 り込む直接接着法がある。

間li接着における環境安定性については、これまで

いくつかの研究がなされており、特に耐湿熱接着安定

性が問題とされている。湿熱劣化の初期には接着却Iの

凝集破壊が生じ、その後亜鉛めっき層の腐食による亜

鉛層の凝集破壊に破壊部分が移行することが報告され

ているい。また、亜鉛めっき層表面のアルミニウムと

鉛含量が高いほど耐湿熱安定性が劣 り〕、通常、間接

接着法ではめっき表面の化成処理が施される。

直接接着における環境安定性に関する報告は真ちゅ

うめっ き―コバ ル ト塩法 について多数見 られ る

が3‐、亜鉛めっき法についての報告は少ない3●。真

ちゅうめっき―コバル ト塩法による接着において、熱

的な劣化では界面化学物質に変化は認められないが、

蒸気中の劣化では真ちゅうの脱亜鉛化と硫化速度の増

大により界面膜が成長する。酸素中の劣化においても

硫酸銅と硫酸亜鉛からなる弱い界面層いわゆるwBL
(wcak boun山,laycr)が形成される。一方、塗14と
亜鉛めっき鋼板の接着界面では、促進暴露試験におい

て亜鉛腐食生成物 (亜鉛石けん)が生じることが報告

*lR&Dセ ンター
*2回立大学法人 岩手大学大学院工学研究科

大石 好行*2
Yoshiyuki OISHI

森 邦夫*2
Kunio MORI

されている3。 また、真ちゅうめっき―コバル ト塩/
HRH(ヘキサメチレンテ トラミンーレゾルシンー水
和シリカ)の併用系では、界面に形成されるレブルシ
ン樹脂層が湿熱劣化における銅と亜鉛のマイグレー

ションを抑制 し接着耐久性 を高めるとの報告 もあ

るⅢ。著者らも亜鈴めっき―HRH系の接着機構につい
て検討を行い、メチレンドナーとメチレンアクセプ

ターの樹脂化した層が界面近傍に形成され、界面結合

生成の役割を担うと考えられる結果を得たい。

我々は、前報で界面に樹脂保護層を形成しない亜鉛

めっき―コバルト塩法による接着性能の耐久性につい

て評価 し、加熱加圧環境における寿命予測の可能性に

ついて示すとともに、同一温度条件下では、水分の接

着劣化促進作用が極めて大 きいことを示 した¬。ま

た、未発表であるが、亜鉛めっき―HRH系 について
も同様の検討を行い、|ヽずれの条件下でもコバル ト塩

法より優れるが、水分の接着劣化促進作用が極めて大

きいことは同様であった。その実験観察において、高

湿度あるいは浸水劣化後の剥離試料の破壊は、劣化初

期には接着界面の暴露端部から内部へ進行するが、そ

れは 2、 3mm程度進展した部位で留まり、その後は
接着面の全面が一様に劣化する現象が認められた。

そこで本報では、亜鉛めっき鋼とHRH系 ゴム接着
物の水分による接着劣化において、上記の接着劣化の

進行現象をもたらす原因とその抑制策について検討を

行った。

平原 英俊 *2
Hidetoshi HIRAHARA

ゴム/亜鉛めっき鋼直接加硫接着系の耐水安定性

Moisture Stability of Rubber′ Gaivanized¨steei Direct Bonding system

塩山 務 *1
Tsutomu SHIOYAMA

The adhesion dcgradation of rubbc1/galvanized―  stccl dircct bonding system、 vas accelerated by moisture The

route that moisturc rcachcd the rubbc1/galvanized stccl intcracc tlllough,and improvcmcnt of stability of thc adhc―

sion systenl、 vas studicd

Fo1lowing lesults were obtaincd(1)The mOisture does not penetlate thlough the mbbe1/metal intef¨ e,but

thlough thc nlbber bulk phase (2)OfthC rubber components,cmulsion―polymerized SBR shows tlle highest amount

of moisture adsorption So compounding solution― polymc● zcd rtlbbcr as main matenal instead of emulsion―

polymcrizcd rubber.thc adhcsion stability undcr high moisturc condition was rcmarkably improvcd
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2実 験

21材料および配合
被着体としては亜鉛めっき厚さが約25μ m、 総厚08
mmの 亜鉛めっき鋼板 と4 1mm径の亜鉛めっきス
テールコー ド (興国スチールワイヤ製)と を用いた。

使用した HRH系接着ゴム配合を、Tablc lに 示す。メ
チレンアクセプターとしてレゾルシン (住友化学製)

あるいはアルキルフェノールレゾルシン初期共縮重合

物 (以下 APRFCと 略、住友化学製)、 メチレンドナー

としてヘキサメチレンテ トラミン (三新化学製)あ る
いはヘキサメトキシメチルメラミン (以下 HMMMと
略、Cyanamid製)を 添加した HRH接着系配合を使用
した。シリカは水和シリカ (東 ツー シリカ製)を使
用 した。その他の一般的なゴム材料である乳化重合

SBR (以下 E_SBRと 略、 JSR tt SBR1500)、  溶液重合
SBR(以 下 S SBRと 略、旭化成製 タフデ ン2000R)、
ブタジエ ンゴム (以下 BRと 略、JSR tt BR02L)、 ス

テアリン酸 (日 本油脂製 )、 天然ゴム (以下 NRと 略、
SMR L)、 酸化亜鉛 (堺化学製 )、 HAFカ ーボンブラッ
ク (三菱化学製 )、 プロセスオイル (ジ ャバ ンエナジー

製 )、 促 進剤 N Cyclohcxy卜2 benzothlazolylsulfcnamidc

(以下 CBSと 略、大内新興化学工業製)、 硫黄 (鶴見

化学工業製)、 リサージ (堺化学製)を 使用 した。老

化防止剤は N Phcny卜Ⅳ¬sopropyl p phcnylcncdlaminc

(以 下 IPPDと 略、住友化学製)、 Polymcizcd 2,2,4

timcthyI I,2 dihydroquinoHnc(以 下 TMDQと 略、大
内新興化学工業製)を使用した。

硫黄と促進剤を除く全配合剤を神戸製鋼製 BR型 イ
ンターナルミキサーにて混練 り後、冷却した10イ ンチ

ロールにて硫黄と促進剤を添加 しコンパウンドを作成

した。12時 FED以上静置後、所定の厚みにシー ト出しを

行い接着用試料を準備 した。

22接  着
亜鉛めっき鋼板は表面研磨後 トルエンにて表面洗浄

を行い直ちに加硫接着に供した。亜鉛めっきスチール

コー ドは乾燥剤を封入して供給されるものをそのまま

被着体として使用した。ゴムシー トと亜鉛めっき鋼板

のはく離評価用には、厚さ3 5mmの ゴムシー トと亜

鉛めっき鋼IFAと を重ね合わせ、150℃で30分 間プレス

加硫を行い Fig lに 示す接着試料を作成 した。コー

Table l  Rubberformulation

(PHR)

Compound N0 A B C

E―SBR(SBR1500) VariJ,lc

S SBR(TUFDENE2000R) Variablc

NR(SMR L) Variablc Variablc

BR(BR02L) Variablc Variablc

Stcaric acid 1 1 1

Zinc oxidc 5 5 5

Lithattc 2 2 2

Carbon black

Proccss oil 3 3 3

AntiOxidant IPPD・ 2 2 2

Rcsorcinol 25

Hexamcthylcnctctraminc 16 16

APRFC・ 2 6

HMMM・ ] 3

Accclcrator CBS・ 4 15 Variablc Vari.ablc

Sulftlr 4

・1′
V― Phcnyl― iV'― isopropylフ ーphcnylcncdiaminc

・2 Pre_cO_p01ymcr Of Alkyl phcnol,rcsorcin01_fOmaldchydc

・:Hcxamcthoxy mctyl mclaminc

●4′v_cyclohcxyl_2-bcnzothiazolylsulfcnamidc
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ド引き抜 き評価用には、幅50mm厚 さ3 5mmの ゴム

シー ト2枚の間にコー ドを扶み込み、150℃ で30分間

プレス加硫を行い、コー ドの50mmが埋め込まれた接

着試料を作成した。

23劣化試験と接着評価方法
湿熱劣化は恒温恒湿槽、温水試験は恒7nt水槽を使用

するとともに、劣化促進のため沸騰水上に懸架する方

法も合わせて採用した。

はく離試験は JIS K6256に より測定した。コー ド引

き抜き試験は室温で万能引張試験機を用いて引き抜き

速度100mm/minで実施した。

3結 果 と 考 察

31湿熱劣化における水の浸入経路
通常、接着はく離試料における湿熱劣化は接着界面

の暴露端から進展すると想定される。しかしながら前

述のように、本研究の系はごく初期は端部の 2、 3mm
に界面破壊部が目視にて観察されるが、それ以降は界

面全面に渡って HcⅣy Rubbcrか ら Thin Rubbcr,SpOt

Rubbcr, Rubbcr― Mctal界面破壊へ と変化する。そこで

水の浸入経路 を推定するため、端部お よび 卜下面 を

Rtlbbcr(3 5mmt

Rubbcr(3 5mmt)

Rubbcr(3 51111nt)

Lcad platc

Specimen C Galvanizcd stcd

…

珈

シールした Fig lに 示 した試利をコンパウンドAを

用い作製し湿熱劣化試験を行った。試料 Aは亜鉛めっ

き鋼IFkを ゴムに埋設するとともに上下ゴム表面も鉛 llA

の接着によリシールしたものである。試料 Bは試 ||

Aを接着端部が露出するようにカツトしたものであ

る。試料 Cは亜鉛めっき鋼板をゴムに埋設 したもの

で上下ゴム面は鉛板でカバーされていない。試料 D

は試料 Cを接着端面が露出するようにカツトしたも

のである。

湿熱劣化試験結果を Fig 2に 示す。結果は端部露

出有無の試料 Aと Bの差、および試料 Cと Dの差よ

りもゴム表面カバー有無の試料 Aと Cの差、Bと D

の差のほうが極めて顕著である。接着界面の端部より

もゴム表面が水分にさらされるほうが接着劣化が促711

されることを示している。すなわち、結果は一般概念

に反し、水の主たる浸人経路は明らかにゴム面であ

り、水分はゴムバルク中を界面に向かつて移rlJし てい

ると考えられる。

そこで、ゴム材料のどの成分が水の浸入に寄与する

かを予測するため、各成分の80℃ 、RH95%、 35日 で

の吸湿率を測定 した。配合剤は原料ゴムに練 り込み、

原料ゴムに対する吸湿量の増減をゴム中の配合剤の吸

湿量とした。結果を Tablc 2に 示す。高い吸湿性を示

す材料は、E SBRと シリカであ り、i■常の乳化重合

Lcad plate

Lead platc

vanizcd stecl

Galvanizcd stccl

Figure 1  0ut‖ ne of adherent specimens ior aging
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Table 2 Water absorpJon of polymers and ingredients

Condllo■ hold 4 80℃ ,RH95%for 840 hrs→ dry at 105℃ for 3his

BRの 比率が高いものほど安定なltl向 にある。BRが

50%以 上では両条件において30日 劣化させた後でも

100%ゴム破壊を維持 している。すなわちBRが連続
層を形成していると考えられる系は水分に対する安定

性に優れるといえる。前述のように水の浸入経路はゴ

ムバルク層であると考えられる。E SBRは乳化重合

であり界面活性斉J、 凝固斉1等 を含み、NRはたんぱく

質等の親水性物質を含有している。一方、BRは 溶液

重合であるためにそのような親水4生物質を含まない。

そのために透水性が低 く安定性に優れると考えられ

る。

次に、E SBRに かえて S SBRを 用い同様の評価を

行つた。コンパウンドcを 用いた検討配合系を Tablc

4と Fig 4(a)に 、評価結果を Fig 4(b)～ (tlに 示す。

実験点としては Fig 4(a)に 示すように連続層が NR
から溶液重合ゴムに変化すると想定される領域を選択

した。Fig 4(b)に 示す初期接着破壊強度は E SBRを

ベースとする配合に比較し低い値となっているが、い

ずれも完全ゴム破壊であリゴムの破壊強度を示すもの

である。湿熱劣化に対する安定性は40日 後に一部界面

破壊が現れる水準であ り、加硫系の影響 もあるが E

SBRを ベースとする系に比較 し高い安定性を示 して
いる。また、Fig 4(d)に 加硫ゴムの吸湿量を示した。

溶液重合ゴムのブレンド比率の増加にともない吸湿量

は低下の傾向を示しており、溶液重合ゴムのブレンド

が狙い通 りの透湿抑制作用を示していると考えられ

る。

以上のように、溶液重合ゴムをベースとすることに

より、接着の湿熱安定性が改善できることを明らかに

した。接着劣化はゴム相からの水の浸入により促進さ

れるが、水分そのものが接着の劣化をもたらすのか、

あるいは、水分により接着界面に運ばれる溶液重合ゴ

ム中の化学物質が劣化反応を生起させるのかは、今後

の検討課題である。

Treated condition

Fig 2  Relatonship be"veen specimen structure and

pee‖ ng strength(COmpound NO A)

Treated condition a:Steam (100℃ )85hrs

bi Steam(100℃ )100hrs and 70℃ RH95・/.480Hrs

ci Steam(loO℃ )100hrs and 70℃ RH95・/.720Hrs

ゴムを用いた場合は連続層を形成するゴムポリマー相

そのものが水の浸入経路になっていると推察される。

同時に評価 した NRは E SBRよ り吸湿量が低 く、溶
液重合の BRは かなり低い吸湿量となっている。

32湿熱劣化に対するゴム種の影響
湿熱劣化による接着強度の低下はゴムバルク層を通

じて浸入する水分に起因すると考えられることより、

湿熱劣化を遅延させる手段として透水性の低いゴムを

適用することが考えられる。その具体的な方法として

は、原料ゴムとして吸湿性の低い溶液重合ポリマーを

ベースゴムとして使用することが考えられる。すなわ

ち乳化重合ポリマーに残存する乳化剤および凝固剤が

ゴムの吸水性と透水性を高めると考えられ、それらを

含有しない原料ゴムとして前述の BR、 S SBRの よう

な溶液重合ポリマーが存在する。

先ず、汎用的に使用される原料ゴムである E SBR、

NR、 BRの 3成分系でのゴム種の影響について検討 し
た。コンパウンドBを 用いた検討配合系を Tablc 3お

よび Fig 3(a)に 示す。その他の配合系は Tablc lと

同じであるが、硫黄は2 5PHRと し、また加硫促進剤

は SBRお よυヾ BR Iこ文寸し1 5PHR、 NRに 文寸し0 6PHR
としてブレンド比率に対して比例積算している。結果

を Fig 3(b)～ (d)に 示す。初期接着引抜力は E SBR

が最も高 く次にNRで あり、BR比率が増すと低下 し
ている。しかしながら、いずれも引き抜きコー ド面は

ゴム被覆率がほぼ10o%であり、引抜力の差はゴムの

引裂き力の差であるといえる。ブレンド比に従い引抜

カカ訓順次変化していることからも界面は影響していな

いと考えることができる。温水浸せきおよび湿熱に対

する安定性は、E SBRが最も悪 く、次いで NRであり、

Spccimcns Waler absorplon

(mノCml)

E―SBR
NR
BR
HAF Carbon black(30PHR)in nlbbCr

Silica(25PHR)in rubbCr

ZnO(10PHR)in rubbCr

PbO(3PHR)in rubbCr

Stcaric acid(lPHR)and IPPD(2PHR)in rubber

APRFC(6PHR)in rubber

HMMM(3PHR)in rubber

“

田

知

い

昴

哺

口

∞

口

∞
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Table 3 Rubberformulalion to eva uale the effecl of po ymer blend ralio,E― SBR/BRINR(CompOund NO B)

(PHR)

NO E―SBR NR BR CBS Sulfur

1 100 15

13

3 50 11

4 08

100 06

7 50 11

8 13

9 50 11

13

70 15 25

(a)FormulatiOn No

NR

(b)ongina cord pu‖ ‐outforce

NR

E‐SBR                          BR  E―SBR                           BR

(C)Cord pu‖ out force alter aging 70℃      (d)Cord pu‖ outforce after ag ng at 70

hot water bath for 30days ℃ RH95%for 30days

Figure 3  Effect of SBR/BR/NR blend ratio on adhesion stab‖ ity in wet condition

(COmpOund NO B,Cord pu‖‐out force:kNん cm)
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Table 4 Rubberformu alon to eva uale the erectOf po ymer b end rato,S‐ SBR/BR/NR(CompOund NO C)

NO S―SBR NR BR CBS Sulfur

1 50 4

2 60 40 09 4

3 70 08 4

4 20 30 14 4

20 40 40 13 4

6 20 12 4

7 40 4

S― SBR                    BR

(b)0百 g na cOrd pu‖
‐out force

S― SBR BR    s_sBR

(C)COrd pu‖
―out force after aging at 70

℃ RH95%for 40days

4結 論

亜鉛めっき鋼とHRH接着系ゴムとの直接接着系の
劣化が水分により促進される。その水分の浸入経路と

(d)Water absorplon ratio(mgた m3)ater

aging at 70℃ RH95%for 40days

その結果に基づ く抑制策について検討を行い以下の結

果を得た。 (1)水の主な浸入経路は接着界面の暴露端

部ではなく、ゴム層である。 (2)ゴム成分の中で、吸

湿性が高いのは乳化重合の原料ゴムであり、それを溶

液重合タイプに置き換えることにより、接着の湿熱安

定性は大幅に改善することができた。

Figure 4 Effect of S― SBR/BR/NR blend ralio on adheslon stab‖ ity in wet condition

(COmpOund NO C,Cord pu‖ outforce:kN/5cm)
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国 内 特 許 登 録 一 覧

(20H10～ 20129)

(日本特許 )

特許番号 発明者 発明の名称 要約

願 2001211027[2001/07カ 1]

開 200320107[20037ol′ 21]

登 4965775[2012704/06]

片岡 信孝
山科  雄

く名称〉コルゲートサイドコンベヤベルト

く要約〉幅方向中央部での撓み量が少なく、耐久性に優れたコルグー トサイド

コンベヤベルトを提供すること。

帯状ベルト本体とその幅方向両端部に長さ方向に沿って設けた波形耳

桟を有し、帯状ベルト本体の心体帆布の上部または下部の少なくとも

一方に補強帆布を介装している。そのベルトから切り出した幅方向に

250mmで長さ方向に50mmの 大きさを有する試料の幅方向に200mm

離間した部分の同1性値が5ヽ 8N/mmである。

願 2001247961[2001108月 フ]

開 200353641[2003Ю 2′26]

登 4865966[2011′ H′18]

萱
］
証

勇

間

部

久

阿

佐

く名称〉工作機械用ワイパー部材

く要約〉シール性に優れ、摺動抵抗が少なく、摺動面の凹凸追従性が良いので

シール性が良く、押付け力 (リ ップ部の圧l・●力)の変更も容易なワイ
パー部材の経済的な提供。

志金とバネ銅とを、適宜、金属薄板を埋入するか或いは短繊維で補強

されてなるゴム材を介してホットメルト接着剤で接合することによっ

て工作機械用のワイパー部材とする。

願 2004326853[2004/11/10]

開 2006138355[21X167067o l]

登 4837274[201140Ю7]

彦

之

之

裕

博

寛

田
　
　
池

吉

橘

尻

く名称〉伝動ベルト

く要約〉くり返し屈曲やエンジン周りの加熱条件での走行に対する動的接着

性、耐熱接着性に優れ、かつ耐熱性、耐摩耗性、異音防止性にも優れ

る伝動ベルトを提供する。

ベルト長手方向に沿って′亡、線が埋設された接着ゴム層と、上記接着ゴ

ム層の内側に積層された圧縮ゴム層とが加硫接着された伝動ベルトで

あって、上記接着ゴム層及び上記圧縮ゴム層は、エチレンーα―オレ

フインージエンゴム配合物を用いて形成されるものであり、上記接着

ゴム層のエチレンーα―オレフィンージエンゴム中のジエン含有量

は、上記圧縮ゴム層のエチレンーα―オレフィンージエンゴム中のジ

エン含有量以上であり、上記接着ゴム層のエチレンーα―オレフィン

ージエンゴム中のジエン含有量は35ヽ 10質量%であり、かつ、上記

圧縮ゴム層のエチレンーα―オレフィンージエンゴム中のジエン含有

量は0ヽ 6質量%である伝動ベルト。

願 2005006753[2005701′ 13]

開 2006194357[2006Ю 7′27]

登 4885457[2011′ 12/16]

尻池 寛之
吉田 裕彦
橘  障之

く名称〉摩擦伝動ベルト

く要約〉ベルト駆動部分が被水した時に生じるスリップ騒音を抑制し、かつ優

れた屈曲疲労性を有する摩擦伝動ベルトを提供する。

加硫後の硬度が JIS K 62r。 3に準じたタイプAデユロメータによる硬度
で80以上95未満のものであり、かつ、エチレンーα―オレフィンエラ

ストマー及びシリカを含有し、実質的に短繊維を含有しない圧縮ゴム

層から構成されている摩擦伝動ベルト。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2005062637[2005/03/07]

開 2006242361[2006Ю 9′ 14]

登 4851105[2011′ 10/● 8]

行

彦

宏

光

中

橋

坂

一局

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉高負荷伝動用 Vベルトとプーリとが組み合わされてなるベルト伝動装

置において、該プーリの耐久性を確保しつつ、ベルト走行によって生

じる騒音を低減する。

プーリのベルト溝の溝面にマイクロプラスト処理若しくはバニシ処理

を施し、その表面粗さが、y≦ -09× tp+100と いう関係になるように

する。ここで、tpは、前記プーリの溝面の表面形状を示す粗さ曲線に

おいて、高さ方向の所定位置での負荷長さ率を示し、yは、谷深さが

最大値となる谷底からの前記所定位置での高さの最大高さRyに対す

る比を百分率で示したもの (高度)である。

願 2005151971[2005Ю5″ 5]

開 2006-330229[2006/127o]

登 4965818[201ν 04/06]

浩

淳

行

康
　
　
貴

西

瀬

迫

大

永

く名称〉弾性部材

く要約〉電子写真装置に使用される各種弾性部材やローラとして、圧縮永久歪

が少なく、研磨加工性や寸法安定性にも優れた部材を提供することを

一の課題とする

イツシアネー ト成分とポリオール成分とが反応してなる弾性部材で

あって、前記ポリオール成分が、数平均分子量3000～ 5000で且つ平均

官能基数24～ 30の高分子量ポリオールと、数平均分子量350～ 600で

且つ平均官能基数39～ 40の低分子量ポリオールとを含み、さらに、

前記低分子量ポリオールが全ポリオール成分の1ヽ 15重量°。であるこ

とを特徴とする弾性部材による。

願 2005178798[2005/06′ 20]

開 200638214[2006/02/09

登 4886223[2011/12′ 16]

良

之

勝

善

原

野

一謄

北

く名称〉伝動ベルト

く要約〉油類の存在する環境下での使用において、ゴム層を形成するエチレン

ーα―オレフィンージエンゴム加硫物に油類の付着があっても、膨潤

の程度やゴム層の硬度の低下が小さく、耐油性にすぐれると共に、走

行時の摩耗も小さい伝動ベルトを提供する。

ゴム層として圧縮ゴム層と接着ゴム層を有し、この圧縮ゴム層と接着

ゴム層が加硫接着されていると共に、上記接着ゴム層内に心線が埋設

されてなる伝動ベルトにおいて、上記ゴム層のうち少なくとも圧縮ゴ

ム層がエチレンーα―オレフインージエンゴムを有機過酸化物と3官

能性の共架橋剤によって加硫してなるエチレンーα―オレフィンージ

エンゴム加硫物からなる。

願 2005218238[2005707′ 28]

開 200730385[2007/02′ 28]

登 4974490[2012104/20]

大

千

史

新

剛

育

山
一
田

谷

増

一二

く名称〉ブレード素材とその製造方法および製造装置

く要約〉全面 2層あるいは部分的に2層 化した合成樹脂製ブレードを連続的に

生産する方法を提供し、品質の安定した多層ブレードを提供する。

外周に成形溝及び内部に加熱装置を備えた成形 ドラムを用いて、合成

樹脂を成形用原料とするブレードの素材を連続成形する方法におい

て、 2種以上の異なる液状合成樹脂原料を別々に注型することによ

り、異種材料を組み合わせたブレード素材を製造する方法。

願 2005218241[2005707′ 28]

開 200730386[2007702/08]

登 4974491[2012/04/● 0]

谷  新太
増山 剛千
三田 育史
金子加津寛

く名称〉粗面を有するブレード素材とその製造方法および製造装置

く要約〉粗面を形成した現像ブレード素材を製造する方法を提供する。

外周に成形溝及び内部に加熱装置を備えた成形 ドラムを用いて、合成

樹脂を成形用原料とする帯電用ブレードの素材を連続成形する方法に

おいて、該成形溝の底面を粗面化した成形 ドラムを用いることによ

り、粗面を有する帯電用ブレード素材を製造する方法。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2∞5223850[2005′08Ю 2]

開 200739520[2007′ Oν 15]

登 5037801[2012/07′ 13]

和田 法明
厚見 忠由

く名称〉ゴム組成物ならびにゴム組成物が用いられた搬送ベルト

く要約〉ロール加工性や成形粘着性力■員なわれることを抑制しつつ耐熱性と耐

クラック性とを向上させ得るゴム組成物の提供を課題としている。

エチレン プロピレン共重合体ゴムがボリマー成分の90重量%以上含
有されてなり、該エチレン プロピレン共重合体ゴム100重 量部に対
して、メルカプトベンズイミダゾール系老化防止剤が 6重量部以上含

有され、ステアリン酸力Ю 5重量部以上含有され、有機過酸化物系架

橋剤とエチレングリコールジメタクリレート系共架橋剤とが用いられ

て架橋されてなることを特徴とするゴム組成物を提供する。

願 2∞5-290789[2005/10/04]

開2CX17-100815レ 007/04/19]

登4880967[2011/1ν09]

也

文

和

博

堂

田

〓
一
宮

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉少なくとも2つのプーリと、それらのプーリに巻き士卜すられるベルト

と、がケース内に配設されるベルト伝動装置において、該ケース内へ

のダストの侵入及びケース外への騒音の洩れを防止しつつ、ベルトに

対する冷却性能を向上する。

駆動及び従動プーリの固定シープ内に空間 S、 S'をそれぞれ設ける。

該空間 S、 S'に連通するように、前記固定シープをそれぞれ固定支持

する入力軸及び出力軸に、軸方向に延びる流入路としての第 1穴部及

び流出路としての第 2穴部を形成する。これにより、ポンプから送出

される液体は、前記第 1大部の一端から固定シープに向かって流れ、

該固定シープ s、 s'内 を流れた後、前記第 2穴部を通つて外部に流れ

る。

願 2005337659[2005′ 1122]

開 2006170435[2006/Oθ 29]

登 4870978[2011′ 1125]

伊藤  慶 く名称〉オートテンショナ

く要約〉捻リコイルばねの捻リトルクにより回動部材をベルト押圧方向に回動

付勢する一方、上記捻リトルクの反力を利用して回動部材の回動に対

するダンピングカを発生させるようにしたオートテンショナにおい

て、固定部材の軸部上に外嵌合された内側ダンピング部材との間に回

動部材のボス部を挟圧するようにした外周側ダンピング部材を省略す

ることなく、エンジンの回転変動や振動による捻リコイルばねの共振

を十分に抑えられるようにする。

捻リコイルばねのコイル部に対し、弾性変形可能な断面略円弧状の防

振部材を、コイル部を外周側から抱持する状態に弾性的に嵌着する。

願 2006060935[2006/03/07]

開 2007239821[2007Ю9/20]

登 5016239[201●J06′ 15]

久幸

茂樹

嶋

野

中

奥

〈名称〉伝動ベルト

く要約〉伝動効率の低下を抑制し、耐久性向上を図つた伝動ベルトの提供。

エチレンーα―オレフィンエラストマーがベースのゴム層に心線を埋

設した伝動ベルトであって、心線が接着されるゴム層をショアー硬度

72以上85以下、またはベルト長手方向への10%伸び時の引張り応力が

0 5MPa以上1 7NIPa以 下、ゴム層は軽油浸漬後の重量増加90%以下ま

たはトルエン浸漬後の重量増加80%以下等の所定の物性となるように

形成する。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2006143770[2006705′ 24]

開 2007316200[2007/12/06]

登 4885614[2011′ 12■ 6]

浩

淳

二

康
　
　
幸

西

山

迫

大

中

く名称〉導電性ローラ

く要約〉トナーの帯電性をコントロールすると共に高温高湿環境下でのトナー

の回着を防止、ローラの摩擦音を低減する伝導性ローラの提供。

ポリエステル系 トナーに用いられる電子写真装置用導電性ローラにお

いて、弾性層とその上に少なくとも1層 を有するコート層を設けた積

層構造のローラであつて、該コート層は、アクリル樹脂とエーテル系

ウレタン樹脂のブレンド物からなり、かつ、該コート層の粘弾性が、

温度分散動歪力Ю l%、 周波数10Hz、 昇温速度 2℃ /分の測定条件によ

り■1定 した0～ 50℃ 間の貯蔵弾性率E'が 15x108Pa以 上である導電性

ローラ。

願 2006178688[20067706′ 28]

開 20087605[2008/Ol′ 17]

登 4965910[20127oZ/o6]

西山 文晶
佐藤 裕喜
七宝 邦夫

く名称〉ポリエステル樹脂シート

く要約〉施工時にシワ、ワレ、浮きが発生しにくく、カレンダー加工において

プレートアウトが発生せず、良好な表面状態を有するポリエステル樹

脂シートの提供。

テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、 1、 4-シ クロヘキサンジ

カルボン酸及びイソフタル酸の少なくともl種を80ヽ lCOモ ル%と 、

炭素数2ヽ 10の ジオールを80～ 100モ ル%か らなるポリエステル樹脂

(al、 テレフタル酸50～ 95モ ル%、 及び、イツフタル酸又はそのエス

テル形成誘導体5～ 50モ ル%と 、エチレングリコールを含むジオール

と、炭素数 2以上の繰り返し単位を有するポリエーテルとのポリエス

テル樹脂 (b)、 滑剤 (c)、 2種以上のプレートアウト防止剤 (d)を

含有し、ポリエステル樹脂 (a)ポ リエステル樹脂 (b)の混合比 〔(D

/(b)〕 は、質量基準で2/郎 4ヽ5/55である樹脂組成物を成形する
ことにより得られるポリエステル樹脂シート。

願 2006-214492[2006708707]

開 200838021[2008′つツ21]

登 5063952[2012/08/17]

大

樹

喜

勇

寛

裕

嶋

藤

藤

中

内

佐

く名称〉通気性粘着テープ

く要約〉優れた通気性、透湿性及び抗菌性を有し、良好な粘着力を維持するこ

とができる通気性粘着テープを提供する。

基材及び粘着剤層を有する通気性粘着テープであって、上記基材は、

撥水加工及び抗菌加工を施した織布又は不織布からなるものであり、

上記粘着剤層は、抗菌者1を 含有するものである通気性粘着テープ。

願 2006231724[2006/08′ 29]

開 200857557[2008703′ 13]

登 4866178 [2011′ 11/18]

福田 耕治 く名称〉オートテンショナ

く要約〉揺動部材のボス部が固定部材のスピンドルに、金属部とその内表面に

形成された樹 li層 とからなるブッシュを介して回転可能に外嵌合され

たタイプのオートテンショナに対し、外部から過大な微小振動が入力

されても、スピンドルとブッシュとの間のフレッティング現象を発生

し難くして、オートテンショナの長寿命化を図る。

スピンドル外周面とブッシユ内周面との組付初期状態でのクリアラン

スを6麟 m以下とする。また、スピンドルの表面硬度をHv500以 上と

することで、フレッティング現象力`発生したとしても、スピンドル自

体の摩耗進行を抑制する。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2006219264[2006/08′ 11]

開 200845585[2008Ю 2′28]

登 4934370[2012′ 0224]

行

彦

一

彦

敏

宏

光

隆

英

雅

中

橋

戸

原

田

坂

高

城

相

羽

く名称〉伝■l」ベルト用プロック及び伝動ベルト

く要約〉良好な伝動能力を維持するようにした伝動ベルト用プロツク及びこの

プロックを用いた伝動ベルトを提供する。

ブロックの両摩擦接触面が、それぞれ、前側面部位の前端部にて、ブ

ロック本体の板厚方向中心からプロック本体の幅方向内側へ所定距離

だけずれて位置し、後側面部位の後端部にて、プロック本体の板厚方

向中心からプロック本体の幅方向外側へ所定距離だけずれて位置する

ように位置決め形成されている。この前提のもと、両摩擦接触面は、

それぞれ、前側面部位の前端部から後側面部位の後端部にかけて、外

方からブロック本体の幅方向内個1に 向けて凹な緩やかな湾曲形状とな

るように形成されている。

願 2006325966[2006/12/08]

開 2008136656[2008/06′ 19]

登 4959310[201203/30]

中嶋 勇太
内藤 寛樹
佐藤 裕喜

く名称〉通気性粘着テープ

く要約〉天然系抗菌剤を用いて優れた抗菌性を付与するとともに、通気性、透

湿性に優れ、良好な粘着力を維持することが可能な通気性粘着テープ

を提供する。

基材及び粘着斉1層 を有する通気性粘着テープであって、上記基材は、

機水カロエ及び抗菌加工を施した織布又は不織布からなるものであり、

上記粘着剤層は、平均粒子径 1～4レ mの天然素材由来の焼成カルシ

ウムを含有するものである通気性粘着テープ。

願 2007005681[2007/01“ 5]

開 2008169973[2008707′ 24]

登 4871146[2011′ 11′25]

生
ロ

=橋
く名称〉ベルト車及びベルト駆動装置

く要約〉ベルトの走行方向の切り替わりに対応して、そのベルトの蛇行や片寄

りを常に防止する。

回転体は、回転中心軸周りに回転自在にかつ、枢軸周りに揺動自在に

支持される。枢軸を、軸荷重 Lの方向に対して、回転体の回転方向前

側に傾倒させると共に、ベルトの走行方向の切り替わりに応じて、枢

軸の軸荷重 Lの方向に対する傾側方向を切 り替える切替手段を備え

る。切替手段は、ベルトの走行方向の切り替わりに伴い、回転抵抗が

付与された回転体とベルトとの間の摩擦によつて回転体に対して回動

軸周りのモーメントを発生させ、それによつて回転体を枢軸と共に回

動させて、枢軸の傾倒方向を切り替える。

願 2007011037[2007/01/22]

開 2008173907[2008/07′ 31]

登 4970965[2012/0″ 13]

梅田 荒夫 く名称〉短繊維配向ゴム又は合成樹脂の製造法及び押出成形用拡張ダイ

く要約〉短繊維を周方向に効率良く配向させることにより、周方向において優

れた機械的性質を有する筒状体を容易に成形することができる短繊維

nII向 ゴム又は合成樹脂の製造法及び押出成形用ダイヘッドの提供を目

的としている。

短繊維が混錬されているゴム又は合成樹脂を断面環状の成形空間から

押し出し、短繊維を所定方向に配向させたゴム又は合成樹脂の筒状体

を成形する方法であり、成形空間において径が押出方向に拡大する拡

張部を通過させ、成形空間の人口部の流路幅 Wiと 出口部の流路幅

Wo、 及び、成形空間の軸心を中心とする入口部の半径 Riと 出口部の

半径 ROと が、WO/wiく RO/Riの関係を満たしている。そして、成

形する前記筒状体の周方向の機械的性質に応じ、RO/Riの値を2≦ RO

/Ri≦ 8の範囲内で調整することによって前記短繊維の配向を調節す

る。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2007057833[2007/03/07]

開 2008214591[2008709′ 18]

登 5000332[2012/05ρ5]

外村 卓也
後藤 公也
森  宣久

く名称〉導電性インク

く要約〉低い加熱温度によっても高い導電性を有する被膜が得られ、描画前の

乾燥による変質が起こり難いことに加え、耐レベリング性に優れ、よ

り微imなパターン形成を可能とする導電性インクを実現する。

本発明の導電性インクは、金属成分と有機成分とからなる金属コロイ

ド粒子を主成分とする固形分と、溶媒とからなる導電性インクであっ

て、該溶媒は、水及び、 1重量%以上40重量%以下の範囲内の多価ア

ルコール類化合物を含み、該多価アルコール類化合物は、重量平均分

子量が600以上1,000以下の範囲内であるポリエチレングリコール、及

び/又は炭素数が4以上 6以下の範囲内であり、且つ水酸基の数が 2

以上 3以下の範囲内である多価アルコールである。

願 2007078213[2007Ю 3/26]

開 2008240768[2008/10/09]

登 4914747[2012Ю 127]

斉藤  猛 〈名称〉ベルトテンショナ用摺動材の製造方法およびベルトテンショナ

く要約〉自動車用エンジンのベルト式補機駆動装置に用いられるベルトテン

ショナの摺動材について、その主要樹脂成分として、該招動材とは異

なる摩擦係数を有する市販の樹脂材料を用いても、必要とされる摩擦

係数が得らオtる よう|こする。

招動材の主要樹脂成分として、曲げ弾性率が摺動材よりも高い高弾性

樹脂材料に対し、曲げ弾性率が招動材よりも低い低弾性樹脂材料を混

合することとする。

願 2007107553[2007704′ 19]

開 2008268302[2008′ H′06]

登 5097431[2012/09″8]

司

行

治

喜

隆

貴

定

勇

木

瀬

村

部

一予

水

中

阿

く名称〉電子写真装置用クリーニングブレード及びその製造方法

く要約〉球形 (真球状、異形状)で、かつ、小粒径の重合法 トナーを使用した

場合であっても、高温高湿下での異音防止性に加えて耐摩耗性 (耐久

性)を有する電子写真装置用クリーニングブレードを提供する。

弾性ゴム部材及び支持部材を有する電子写真装置用クリーエングブ

レードであって、上記弾性ゴム部材は、エツジ層及び上記エッジ層以

外の層を有する2層 以上の複層構造を有し、かつ、上記支持部材と接

合する面から■1定 した国際ゴム硬さ計 (M法)に よる23℃における硬

度が50～る
°
、そのクリープ特性が5～ 20である材料からなる電子写

真装置用クリーニングブレード。

願 2007107555[2007/04/19]

開 2008268648[2008′ H/06]

登 5097432[2012/0シ 28]

司

行

治

喜

隆

貴

定

勇

木

瀬

村

部

一予

水

中

阿

く名称〉電子写真装置用クリーニングブレード及びその製造方法

く要約〉球形 (真球状、異形状)で、かつ、小粒径の重合法 トナーを使用した

場合であつても、優れた異音防止性 (特に、高温高湿下での異音防止

性)を有する電子写真装置用クリーニングブレードを提供する。

弾性ゴム部材及び支持部材を有する電子写真装置用クリーニングブ

レードであって、上記弾性ゴム部材は、エッジ層及び上記エツジ層以

外の層を有する2層以上の複層構造を有し、かつ、上記エツジ層を上

側にした3点曲げ試験において、たわみ及び曲げ荷重のビステリシス

ロス (3/A)が下記式 (1);
B/A≧05(1)
の特性を満たす材料からなる電子写真装置用クリーニングブレード。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2007112980[2007/04/23]

開 2008268648[2008/H/6]

登 5060157[2012/08′ 10]

三木 隆司
永瀬 貴行
中村 定治
阿部 勇喜

く名称〉電子写真装置用クリーニングブレード及びその製造方法

く要約〉球形 (真球状、異形状)で、かつ、小粒径の重合法 トナーを使用した

場合であっても、優れた異音防止性 (特 に、高温高湿下での異音防止

性)を有する電子写真装置用クリーニングブレードを提供する。

弾性ゴム部材及び支持部材を有する電子写真装置用クリーニングブ

レードであって、上記弾性ゴム部材は、エッジ層及び上記エッジ層以

外の層を有する2層以上の複層構造を有し、かつ、上記エッジ層を上

側にした3点曲げ試験において、たわみ及び曲げ荷重のとステリシス

ロス (B/A)が下記式 (1)i
B/A≧05(1)
の特性を満たす材料からなる電子写真装置用クリーニングブレード。

願 2007151393[21X17Ю 6707]

開 200833273[2∞ 8/02A4]

登 5007158[201● 706701]

永瀬

永見

三田

中村

行

資

浩

治

貴

晴
　
　
（疋

く名称〉液体現像電子写真装置用研磨ローラーならびに液体現像電子写真装置

く要約〉液体現像電子写真装置の感光体性能の低下を抑制させることにある。

液体現像電子写真装置に備えられて感光体の表面研磨に用いられ、軸

体の外周に弾性体層が周設され且つ少なくとも外周面には研磨剤が備

えられており、前記弾性体層がポリエステルポリオールと二官能イソ

シアネートとを反応させたポリウレタンを用いて形成されていること

を特徴とする液体現像電子写真装置用研磨ローラーを提供する。

願 2007147067[2007/06/01]

開 2008300739[2008′ 12/11]

登 5009054[2012Ю 6708]

山口 博憲
和田 法明
大森 学武
城戸 隆一

く名称〉放熱シートの製造方法

く要約〉高熱伝導性と高絶縁性を有する放熱シート及びその製造方法を提供す

る。

基材層とダイヤモンド層とが交互に積層された放熱シートであって、

上記基材層が柔軟性材料によって形成され、上記ダイヤモンド層が上

記放熱シートのシート面に対して 0° より大きく90°以下の方向に形成

されているので、柔軟性に優れたシート層におけるダイヤモンド層を

発熱体及び放熱体に良好に接触させられるため、発熱体から発生する

熱をダイヤモンド層を介して良好に放熱体方向に伝熱させることがで

きる。

願 2∞7151524レ 007/06/07]

開 2008-305955[2008′ lν 18]

登 5057852[2012/0840]

武

明
　
一　
憲

学

法

隆

博

森

田

戸

口

大

和

城

山

く名称〉放熱シート及びその製造方法

く要約〉熱伝導性が極めて高い放熱シート及びその製造方法を提供する。

ゴム中にダイヤモンドの凝集体を存在させた放熱シートであって、上

記ダイヤモンドの凝集体は、平均粒径 1～30nmの ダイヤモンドを水

中で再凝集させて得られる平均粒径10～ 500nmの ダイヤモンドを水中

に分散した分散液を乾燥させて得られるものであり、かつ、配合量が

放熱シートに対して10容積%以上である放熱シート。

願 2007185878[2007707′ 17]

開 200924730[2009702/05]

登 4922854[20127o2′ 10]

吉村

官田

志

文

真

博

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉自動調心プーリを備えてトルクリミッタを実現するベルト伝動装置に

おいて、伝動ベルトの低速走行時においても、 トルクリミッタを確実
に作動させる。

自動調′じ、プーリは、プーリ本体がプーリ軸周りに回転自在にかつ、枢

軸周りに揺動自在に支持されて構成される。駆動プーリのプーリ面に

は、そのプーリ幅方向の一方向に向かって進む螺旋溝が形成されてい

る。駆動プーリがスリップしたときには、螺旋溝によって伝動ベルト

に螺旋の進み方向の付勢力が付与されて、伝動ベルトが悟区動プーリか

ら脱落する。
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特許番号 発明者 発明の名称 要約

願 211117218006[2007/0824]

開 2009051037[2009/03/12]

登 4982296 [2012/04/● 7]

金子加津寛

増山 剛千
三田 育史
谷  新太

く名称〉ブレードの連続製造方法及び連続製造装置

く要約〉連続成型法における成形精度の向上及び歩留まりの向上。

外周に成形溝及び内部に加熱装置を備えた成形 ドラムを用いて、合成

樹脂を成形用原料とするブレー ドの素材を連続製造する方法におい

て、該成形溝の幅を複数のブレード用弾性ゴム部材の幅に相当する幅

とし、成形 ドラムから搬出される広幅の帯状のブレード素材を前記ブ

レード用弾性ゴム部材の幅に切断する工程を設けたことを特徴とする

ブレード素材を製造する方法。

願 2007288640[2007/11/06]

開 2009115199[2009/05/28]

登 4966824レ m9/04/Od

高橋 伸治
松田  尚

〈名称〉摩擦伝動ベルト

く要約〉被水した摩擦伝動ベルトのベルト走行時におけるスリップ音を抑制す

る。

摩擦伝動ベルトは、ベルト本体にゴム組成物で形成されたプーリ接触

部分が含まれる。プーリ接触部分を形成するゴム組成物は、エチレン

ーα―オレフインエラストマーをベースゴムとし、そのベースゴム1∞

質量部に対して10～∞質量部の炭酸カルシウムと、JIS K 6217 4に お

けるA法に準じて測定されるDBP吸 油量力お0∝m3/100g以 上である

カーボンブラックと、が配合されている。

願 2007288809[200‐ /H′06]

開 2009115207[2009705′ 28]

登 5060248[201● 10840]

松田  尚 く名称〉平ベルト
く要約〉高負荷伝動用途においても優れた耐久性を発現する平ベルトを提供す

る。

ベルト長さ方向に延びると共にベルト幅方向にビッチを有する螺旋を

形成するように配された,さ線が埋設された心線保持層と、そのベルト

内周側に設けられたプーリ接触部たる内側ゴム層と、を有する平ベル

トであつて、心線保持層は、ベースゴム100質量部に対する含有量が

1ヽ 20質量部であり且つベルト幅方向に配向するように分散して配さ

れた短繊維を含むゴム組成物で形成されている一方、内側ゴム層は、

短繊維を含まないゴム組成物で形成される。

願 2007311845[200742/02]

開 2009-131819レ Cll19 o67181

登 4919351[2012/02/10]

寺山 義英
大田 正志
久田 英貴
金井  誠
田中 善広
屋代  勉
山田 祐樹

〈名称〉脱水装置

く要約〉透水性シー トに付着した固形物を確実に除去して目詰まりを防止す

る。

本発明に係るベルトコンベヤは、透水性ベルトが内周側を循環し透水

性シートが外周側を循環する二重ベルト構造であり、透水性シートの

戻り側であって該透水性シートの循環経路外周側には付着物除去機構

を配置してある。付着物除去機構は、中空体と、該中空体の内部に配

置された噴射管と、該中空体の内部空間に連通接続された付着物除去

用吸引ボンプと、噴射管に連通接続された水タンクとで構成してあ

る。中空体には、透水性シートの表面に対向するスリットが形成して

あるとともに、噴射管には、スリットに向けられた噴出孔が材軸方向

に沿って複数形成してあり、中空体のスリット開口縁部が透水性シー

トの表面に招動自在となるよう付着物除去機構を配置してある。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2008080531[2008′ 03/26]

開 2009236158[2009′ 10/15]

登 5016534[201ν 06′ 15]

松本 英樹 く名称〉オートテンショナ

く要約〉固定体に軸受部を介して軸心 P回 りに回動可能に支持された回動体

を、ベルト押圧部が伝動ベルトBを押圧するベルト押圧方向に振 リコ

イルばねの捩リトルクにより回動付勢する一方、上記捩 リトルクの反

力Fsに よリダンピング部材を回動体に押し付けて該回動体の回動に

対するダンピングカを発生するオートテンショナにおいて、回動体に

それぞれ作用する捩リトルク反力 Fsと ベルト反力Fbと の軸受部内に

おける釣合いを損なうことなく軸受部を振リコイルばねに対して軸方

向にずらし、回動体の傾きに起因する不具合の発生を抑えつつ捩リコ

イルばねを小径化してオートテンショナの小形化に寄与できるように

する。

捩リコイルばねおよびベルト押圧部を、それぞれ軸受部の1咄方向両側

に配置する。

願 2008095097[2008/0401]

開 2009250263[2009′ 10129]

登 4951574[201270346]

英昭川 原 く名称〉ダブルvリ ブドベルト

く要約〉lll久性に優れるダブル Vリ ブドベルトを提供する。

ダブルVリ ブドベルトは、ベルト幅方向にビッチを有する螺旋を形成

するように心線力理 設された接着ゴム層と、接着ゴム層のベルト内周

側に設けられ、各々、ベルト周方向に延びる複数の Vリ ブがベルト幅

方向に並列するように形成されたIAl側 リブゴム層と、接着ゴム層のベ

ルト外周側に設けられ、各々、ベルト周方向に延びる複数の Vリ ブが

ベルト幅方向に並列するように形成された外側リブゴム層と、を備え

る。内側リブゴム層の Vリ プのリブ底から接着ゴム層の心線までのゴ

ム厚さと外側リブゴム層の Vリ プのリブ底から接着ゴム層の 亡́、線まで

のゴム厚さとが同一である。接着ゴム層は、心線よりも内側リブゴム

層側のゴム厚さが,し 線ヽよりも外側リブゴム層側のゴム厚さよりも薄

|｀ 。

願 2008160867[2008′ 06/19]

開 2010 1959[2010Ю 1/07]

登 4922250[201ν 0240]

荒木 伸介
永瀬 貴行
清山 純史
山口 佑介
村上 幸子

く名称〉低発塵ベルト

く要約〉低発塵ベルトにおける初期発塵を防いで排気設備を簡単なものとする

と共に、走行停止時間を短縮する。

歯付の低発塵ベルトのビッチライン上に心i・R(抗張体)が埋設された
ベルト本体と、このベルト本体のランドライン上にベルト長手方向に

所定のビッチで配設された複数のベルト歯部とを設ける。この低発塵

ベルトは、歯付プーリの歯溝に当接する底面側のみが伝動に寄与し、

側面は伝動に寄与しない。ベルト歯部における歯付プーリのフランジ

と接触する両側面の間隔を先端に向かうにつれて徐々に小さくし、歯

付プーリに巻き付いたときに、そのフランジに略均等な力で面接触す

るようにする。

願 2008246467[2008/09/・ 5]

開20078042レ010/0470□

登 4977673[20"Ю ″20]

士
心
　
叉^^

真

博

村

田

士
口
宮

く名称〉ベルト式無段変速装置

く要約〉変速比が最大又は最小時であっても原動プーリから従動プーリに安定

して動力を伝達することができるベルト式無段変速装置を提供する。

ベルト式無段変速装置は、原動プーリに原動プーリ小径部から拡径す

る原動プーリ拡径部を備えると共に、従動プーリに従動プーリ小径部

から拡径する従動ブーリ拡径部を備える。これによって、伝動ベルト

が原動プーリ小径部又は従動プーリ小径部に位置していても、両プー

リの小径部側では伝動ベルトの伝動面全体と密接させて、伝動ベルト

から両プーリにかかる面圧を略均―にする。
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特許番号 発明者 発明の名称 要約

願 2011‐526313[2011/02′ 14]

開 [  ]
登 4886097[20H′ 1216]

樹

史

英

雅

本

田

松

太

く名称〉クリーニング装置

く要約〉コンパクトな構造のクリーニング装置を提供する。

回収ユニツトは、クリーニングプラシ及び金属ローラに対しダスト回

収箱をそれぞれ備える。クリーニングブレードは、ボルトによリブレー

ドホルダーに固定されている。フレームユニットに回収ユニツトを組

み込む際には、回収ユニツトを所定の方向に移動させ、フレームユニッ

トの側板部の位置決め部に接触するまで移動させる。回収回収ユニッ

トを移動させる際に、固定ボルトを緩めて、固定座金の直線部が鉛直

方向になるようにして、ボルトを締め付けて固定する。一方、回収ユ

ニットを固定する際には、固定ボルトを緩めて、固定座金の直線部が

水平方向になるようにして、ボルトを締め付けて固定する。

願 2012‐518671[2019/02′ 13]

開 [   ]

登 5044061[2010/07/20]

松本 英樹
大田 雅史

く名称〉クリーニング装置

く要約〉コンパクトな構造のクリーニング装置を提供する。

クリーニングローラが回転可能に設けられているメインフレームと、

転写ローラ、プラシローラおよび金属ローラが軸受を介して回転可能

に設けられメインフレームに着脱可能に取り付けられるサブフレーム

とを備える。サブフレームは、金属ローラの軸芯を回転中心とする回

転運動が可能なようにしてメインフームに取り付けられる。メインフ

レームにサブフレームが取り付けられた状態で、クリーニングローラ

に対する、転写ローラ、プラシローラおよび金属ローラの位置決めが

なされる。

願 2012‐518673[2011/06/15]

開 W0201ν 1585“

レ01ν 12/2』

登 5015365[2012/06′ 15]

史

夫

佳

雅

幹

由

田
　
　
川

太

堤

村

く名称〉クリーニングシステム

く要約〉クリーニングローラに対しメンテナンス作業を施すことなく、クリー

ニングローラによる異物の吸着動作を長期に亘つて継続する。

クリーニングローラは、被クリーニング材の表面に接触しつつ回転し

ながら相対移動するもので、被クリーニング材の表面上に付着する塵

挨などの異物を静電気力を利用して除去するものである。クリーニン

グローラの表面に接触しながら転写ローラが回転する。クリーニング

ローラには、電圧安定化回路を介して接地され、前記静電気力により

吸着するための電荷をローラ表面に安定して帯電し得る。転写ローラ

は、クリーニングローラの表面上に付着する異物を静電気力により吸

着するための電荷を表面に帯電し得るもので、外部電源が接続され、

前記異物を前記静電気力により吸着するための帯電圧を一定に保つよ

うになっている。
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新製品紹介

PSベル ト特殊搬送用特厚仕様、耳ホツレ防止仕様の紹介

(担当 :伝動技術研究所 技術部 歯付伝動ベルト設計グループ、福井ベルトエ業株式会社)

lA)特殊搬送用特厚仕様

1 開発の経緯
特殊搬送用にlt用 されているベル トは厚み3 0mm程 度の特厚のベル トが使用されることが多く、問題点として
ジョイント品であることからジョイント部からの破損があった。 (図 1)

標準の Psベ ルトの最大厚みは1 2mm程度であり、3 0mm厚のベルトの製造は不可能であった。
そこで同じ平ベルトで特厚品を製造しているサンラインの技術とPSベル トの技術を応用 し、厚み3 0mmで継ぎ
日のないシームレス平ベルトの開発を行った。

図 1 特殊搬送用特厚ベル ト使用イメージ

2開 発ベル トの概要
ベルト仕様名 :A‐FN2GM/0
サンラインにlrt用 しているウレタンシートを用いることで3 0mmの厚みを確保し、PSベルトの41徴である継ぎ
日のない織4Jを使用することでジョイント部が無いベルトの製造が可能となった。
また、表面の耐摩耗性ウレタン層の下に薄い色ウレタン層を設けることで、耐摩耗1生ウレタンが摩耗すると下の

自色ウレタンが見え、ベルト交換時期のサインとなる機能を持たせている。

さらに、耳ホツレ処理することで耐耳ホツレ性を持たせている。

耐摩耗性ウレタンゴム

色ウレタンゴム

白色ウレタンゴム

織布 × 2層
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3性能について
3-1)耐摩耗性
ベルト表面に耐摩耗性ウレタンを使用することで、耐摩耗性は他社品の1.2倍に向上した。

3-2)耐亀裂性
A FN2CM/0ベ ルトにはジョイントが無く下記走行条件で走行した場合の耐久性(耐亀裂性)は大幅に向上している。

試験条件

背面プーリの荷重を50kgfと標準条件の10倍 とした非常に厳しい加速試験

図4 開発品

3-3) 耳ホツレ性
3-2)の走行試験条件での走行後のベル
ツレ性が向上している。

(A FN2GM/0)の耐亀裂性試験

卜端面を見ると、A‐FN2GM/0は 耳ホソレ処理をすることで耐耳ホ

―‐‐‐他社品

一
A―FN2CM/0

図 3 開発品 (A‐FN2GM/0)の 摩耗試験

ベルト仕様 走行時間駄 故障形態

A FN2CM/0 192 0 クラツク発生

他社品 05 ジョイント部から切断

他社品

図5 開発品 (A FN2GM/0)の耳ホツレ性試験
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3-4)実 機走行試験
実機ユニットを使用した搬送試験を実施した。

機械メーカー目標 : 60∞時間

評価場所 走行状況

バンドー社内実機ユニット試験 7000時間

機械メーカー実機ユニット試験 10000時間

図6 実機ユニットを使用した搬送試験

バンドー社内、機械メーカーいずれの試験ベルトもベルト表面に搬送物が通る跡が出来ているが、下の自ウレ

タンゴムが見えるほど摩耗はしておらず、その他故障発生無く継続して走行試験を実施中である。

搬送物が通らない部分の
ベルト表面

図7 走行ベル トの表面状況

4製作可能サイズ、推奨使用条件

搬送物が通る部分の

ベルト表面

(バ ンドー社内実機試験 7000時間)

推奨最小プーリ径 (正曲) φ60(mm)

推奨最小プーリ径 (逆曲) φ60(mm)

推奨使用雰囲気温度 60℃以下

5ま とめ
以上のように特厚で継ぎ目が無く、耐摩耗性、耐耳ホツレ性、耐久性のあるベルトであることから、各種耐摩耗

性、耐久性が要求される搬送用途としての使用が期待される。

(呻 耳ホツレ防止仕様

1 開発の経緯
従来よリチップマウンター等の基板搬送用として幅45～ 5 5mm程度の平ベルトが使用されているが、他社品ベ
ルト使用の機l・tでベルトに発生した耳ホツレを機械のセンサーが感知して誤作動する問題が発生し、Psベルトで解
決できる仕様は無いかとの問い合わせがあった。

そこで Vベルトの′亡、線、帆布処理等に使用されている処理方法を応用し、耳ホツレが発生しにくい平ベルトの開
発を行った。

基板搬送使用イメージ

基板搬送は、ベルト2本で基盤の両端を支持して搬送する方法となる。

厚み mm 幅 mm 長さ mm

15 30 50  ^-  120 1000  ～  5200

…
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図 1 基板搬送レイアウトイメージ

1́~馬謳
層『 l

図 2 基板搬送断面イメージ
ベルトがガイドの中を通るため、ベルト端面がガイド等にこすられやす く、耳ホツレが発生 しやすい使い方とい
える。

2開 発ベル トの概要
ベル ト仕様名 :TA-4UEBM/D

ウレタンゴム

織布(耳ホツレ防止処理)

ウレタンゴム

図3 開発ベルトの構造
標準品であるA-4U仕様の織布に耳ホツレ防止処理をし、耐耳ホツレ性を向上させた仕様である。

耳ホツレ処理なし 耳ホツレ処理あり

図4 ベル ト幅カット後の側面状態の比較

耳ホツレ防止処理とは、従来は織布繊維の小さなホッレが大きくなって耳ホツレが発生していましたが、耳ホツ
レ処理をすることで織布繊維のホッレを少なくし、大きな耳ホツレが発生しにくいように処理をしたもの。

BANDO TECHNICAL REPORT Nol● 2o13



3性能について
特定のチップマウンターメーカーでは長さ0「olnm以上の耳ホツレがあるとセンサーが誤作動を起こす可能性があ

るとしているため、社内の耐耳ホツレ性試験で発生する耳ホツレの大きさの確認を実施した。

3-1)耐耳ホツレ性試験 1
試験条件 :ベルトを速度12m/分 で走行させ、ベルト端面にカッターナイフの刃を 1分間当てて耳ホツレ性を確

認する。

TA 4UEBM/D

長さ方向

標準品には4mm以上の大きな耳ホツレが見られる TA-4UEBM/Dに は耳ホツレは見 られない

長さ方向

図 5 耐耳ホツレ性試験 1での試験後のベル ト端面状態

3-2)耐 耳ホツレ性試験 2
試験条件 :ベルトを速度10m/分で走行させ、ベルト端面に#60の サンドペーパーを210gで 10分間当てて耳ホツ

レ陛を確認する。

図 6 耐耳ホツレ性試験 2での試験後のベル ト端面状態

これらの試験の結果、TA-4UEBM/D仕 様は標準品と比較 して耐耳ホツレ性が向上 し、大きな耳ホツレが出
ない仕様となっていると言える。

4製 作可能サイズ、推奨使用条件

厚み mm 幅 mm 長さ mm

0 45 0 65 4 5  -  200 180 2710

推奨最小プーリ径 (正曲) φ10(mm)

推奨最小プーリ径 (逆曲) φ10(mm)

推奨使用雰囲気温度 60℃以下

5ま とめ
以上のように、耐耳ホツレ性が向上したベルトとなっているため、搬送用途で耳ホツレの発生がエラーやトラブ

ル発生の原因となるような用途への使用が期待される。

長さ方向

標準品には l nlm以上の大きな耳ホツレが多数見られる

長さ方向

TA-4UEBM/Dに は01～ 0 2mm程度の耳ホツレが
多数みられるが、0 3mm以上の長さの耳ホツレは見

られない
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新製品紹介

丁ENS10N MASTttR(テ ンション・マスター)の紹介

(担当 :伝動事業部 伝動技術研究所 システム開発グループ)

高精度で伝動ベルトの張力を汲1定することができる加速度センサーを用いた張力計「TENSION MASTER(テ ンショ

ン マスター)」 を開発いたしました。

1 開発の背景・目的
近年、お客様の省エネヘの関心やメンテナンス意識が高まり、従来の Vベルトに加え、歯付ベルト、補機駆動用
ベルト、バス トラック用ベルト、HFD用平ベルトなどさまざまな伝動ベルトに広がってきました。ベルト張力を
適正に調整・管理すれば、適正な設計張力となり、ベルト寿命や効率が向上し、設備機ltの エネルギーロスが低減

するため、環境 省エネという観点からも張力計を使用することは、大変重要です。
そのようなお客様の活動をサポートするため、高精度 高機能の張力計の開発が必要と考え、加速度センサーを
用いた張力計を開発いたしました

2当社従来品と他社従来品の問題点
《当社従来品》

当社は、従来から直接ベルトに張力計を押し当て、その際のベルトの

たわみ量を目視で読み取る「ペンシル型張力計J(図 1)を 販売して
いましたが、以下のような問題点力'あ りました。

>ベルトのたわみ量を目視で読み取り換算表から張力値を算出するため、
アバウトな測定となる。

>デジタルによるアウトプットではないため、数値管理がしにくい。
>対応している測定可能ベルトが vベルトのみ。
《他社従来品》

他社は、主に、ベルトを弾いた際に発生する音波振動を取得し、

周波数変換を行い張力値に変換しアウトプットする方式をとって

いますが、以下のような問題点がありました。

>音波で測定する為、騒音等の周辺環境に測定可否が左右される。
>小 さい振動 振動が低周波領域等の場合、測定できないベルトがある。
⇒Vベルト、ローエッジベルト等の大型ベルトの測定が困難。
>ベルトの剛性やプーリヘの巻き付け状態の影響で、実際の軸荷重から

算出した実張力値とベルト振動から算出した張力値に誤差が生じる。

3開発品の特長
加速度センサーを用いた張力計 (図 2)

>加速度センサーによって振動をダイレクトに測定できるので、
騒音下でも測定可能。

>物理的な振動を測定するため、音波式で測定しにくい小さい振動や

低周波の音となるレイアウトやベルト種類でも高精度で測定可能。

>計算機能ソフトは、スマートフォンを活用。
>補正式を盛り込み、軸力から算出する実張力と誤差が
少なく、業界最高水準の測定精度。

>設備機械や構造物などの固有振動数の測定器としても使用が可能。

図 1 当社従来品

図 2 開発品 (テ ンション・マスター)
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4性 能
補正式により、ベルトのFll性やプーリヘの巻き付け状態の影響で発生する張力値の誤差を軽減しました。

■加速度II(開発品)

川ヘンシル型(当社品)
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図 3 補正無 し張力値の誤差比較

図 4 補正有り張力値の誤差比較

補正無し張力値の誤差

●他社品 Max:523%、 Ave:122%の 誤差
●当社品 Max:488%、 Avc:60%の誤差

補正有り張力値の誤差

●他社品 Max:523%、 Avc:122%の誤差
●当社品 Max:165%、 Avc:13%の誤差

5用 途
>一般産業機lltメ ーカーの出荷時検査用途
>一般産業機械のメンテナンス用途
>自 動車修理工場でのメンテナンス用途
>HFD交換工事の現場用途
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新製品紹介

バンドーグランメッセ不燃仕様の紹介

(担当 :化成品事業部 技術部開発グループ)

1 開発の背景
インクジェットメディアとそのラミネートフィルムの用途は広告看板が中心ですが、さらに用途を広げていくた

めには、法規制に適合する範囲を広げていく必要であり、そのひとつである防火認定 (不燃)を要求される分野で

の利用を拡大していくため、適用可能な下地材の種類を増やしていく必要がありました。

そこで、インクジェットメデイアならびにラミネートフイルムの薄膜化は大きな流れになりますが、薄膜化によ

る性能面の各種の課題をフィルム層、粘着剤層両面の設計のアプローチによつて解決し、画質、意匠、耐久性、施

工性、寸法安定性などに優れ、防火認定 (不燃)に対応した製品を開発いたしました。

2.製品構成と使用方法

インクジェットメデイアならびにラミネートフィルムの構成と、これらを看板に施工した場合の最終的な構成を

示します (図 1)。

ミ ラミネートフィルム層

粘着剤層

プリント層

インクジェットメディアフィルム層

粘着剤層

下地材層

(c)看板・内装材としての構成

(b)ラ ミネートフィルム

(a)イ ンクジェットメディア

(d)製品の写真

図 1 インクジェットメディア、ラミネートフィルム、看板の構成

3認定取得製品とその特長
防火認定 (不燃)については、すべての不燃下地材のカテゴリーに対応することができるように以下の4通 りを

取得しています。

①金属板 :認定番号N咋2498

②アルミニウム合金板 :認定番号NM‐ 2499

ただし合金板は下記のJIS規格に適合するものに限ります

※番号1050、 10Ю、1080、 1llXl、 121Xl、 31X13、 31X4、 3104、 3105、 51105、 Ю52、 6063

③アルミ複合板 :認定番号NM 2822

PVCフィルム層 (自色、乳半、透明)

セパレーター層
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ただ し組み合わせは次の製品の使用 に限 ります

※ラ ミネー トフイルムはバ ン ドーグランメッセ GM―NCOG、 GM―NCOM、 GM SLC、 GM SLM、 インクジェッ

トメデ ィアはバ ン ドーグランメッセ GM―NCM、 GM‐ SPVG、 アル ミ複合板は三菱樹月旨的 アルポ リック/fl AD

もしくは藤田産業船不燃ソレイタfl

④金属板以外 :NM-3300

ただし組み合わせは次の製品の使用に限 ります

※ラミネー トフィルムは cM_NCOG、 GM― NCOM、 インクジェットメディアは GM―NCM

これら各種認定番号の下地材に対応するバンドーグランメッセシリーズ (イ ンクジェットメディア ラミネートフイ
ルム)の組み合わせを表 1に示します。

表 1 各種認定番号と下地材・メディア・ラミネートフィルムの組み合わせ

バンドーグランメッセシリーズのうち、防火認定 (不燃)の対象製品の特長を表 2に示します。
特に今回上市した GM NCOC、 GM NCOM、 CM NCMは 、近年、店舗やアミューズメント施設の内装への使用が
増えつつある中、これらを屋内看板や壁紙として制限を受けることなく、あらゆる不燃下地材に使用できるように

するために開発しました。これらは、これまで金属板以外の下地材に施工する不燃材料認定の取得は、一般的な構

成のインクジェットプリント製品では困難とされてきた中、当社における社内一貫生産の強みをいかしたメデイア

とラミネー トフィルムの設計の最適化と工程管理によって、成し遂げられたものです。

認定番号 下地材 種 類
適応

インクジェットメデイア

適応

ラミネー トフイルム

① NM 2498 金属板

ステンレス鋼板

めっき鋼板

圧延鋼板 など

GM‐SPVG
GM SPVM
GM GYC
GM MYC
GM―NCM

GM―SLG
GM SLM
CM‐OLG
GM‐OLM
GM OLDM
GM NCOG
GM NCOM

② NM 2499 アルミニウム 合金板

<JIS H 4000>

1050 1070 1080 1100

1200 3003 3004 3105

③ NM 2822 アルミ複合板

三菱樹脂l■l

アルポリック/iAD
藤田産業lll

不然ソレイタ fl

GM SPVG
GM―NCM

GM SLG
GM SLM
GM NCOG
CM―NCOM

④ NM 3300 金属板以外
石膏ボード

ケイ酸カルシウム板など

GM―NCM GM NCOG
GM―NCOM
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表 2 不燃材料認定対象のバンドーグランメッセの特長

グレー ドおよびタイプ名 特 長

イ

ン
ク
ジ

ェ
ッ
ト
メ
デ
ィ
ア

長期耐候グレー ド

GM GYC(グ ロスタイプ)
GM―MYC(マ ットタイプ)
総厚さ:13けm

印刷時および使用中の寸法安定性が優れている。

コシがあり下地材に貼 りやすい。

当社ラミネー トフイルム (GM‐OLG/GM OLM)と の併用により、実曝 5年

相当の屋外耐候性能を有する。

中期耐候グレード

GM SPVC(グ ロスタイプ)
GM‐ SPVM(マ ットタイプ)

総厚さ :1∞μm

インク吸収力が高く、多くのプリンター、インクに適合する。

印刷時および使用中の寸法安定性が優れている。

柔軟性があり、二次曲面への施工性能を有する。

当社ラミネートフィルムとの併用により、実曝 3年相当の屋外耐候性能を

有する。

総厚さが100μ mであり、薄膜化されたフイルムはC02削減にも貢献する。

屋内内装用途対応グレード

GM―NCM(マ ットタイプ)
給厚さ:6レm

あらゆる不燃下地材に使用することができる。

多くのプリンター、インクに適合する。

印婦1時および使用中の寸法安定性が優れている。

柔軟性があり、二次IIL面への施工性能を有する。

総厚さ力も,mであり、薄膜化されたフイルムはco2削減にも貢献する。

ラ

ミ

不ヽ
―
ト

フ
ィ

ル

ム

長期耐候グレード

GM―OLC(グ ロスタイプ)
GM―OLM(マ ットタイプ)
総厚さ:Юttm

出力物の色調を忠実に再現するとともに、ラミネー ト直後のシルバリング

が少ない。

使用時の寸法安定性が優れている。

高い紫外線カット率により、出力物を色あせから保護する。

当社インクジェットメディア (CM‐GYC/GM‐MYC)と の併用により、実爆
5年相当の屋外耐候性能を有する。

中期耐候グレー ド

GM SLC(グロスタイプ)
GM SLM(マ ットタイプ)
総厚さ :80″ m

出力物の色調を忠実に再現するとともに、ラミネート直後のシルバリング

が少ない。

使用時の寸法安定性が優れている。

当社インクジェットメディアとの併用により、実曝 3年相当の屋外耐候性

能を有する。

総厚さカヨンmであり、薄膜化されたフイルムはcQ削減にも貢献する。

中期耐候グレード超艶消 し

GM OLDM
総厚さ :110″ m

光の反射を抑え、光源の映り込みを防止する。

画像の鮮明性を損なわない。

屋内内装用途対応グレー ド

GM NCOC(グ ロスタイプ)
GM―NCOM(マ ットタイプ)
総厚さ :65μm

あらゆる不燃下地材に使用することができる。

出力物の色調を忠実に再現するともに、ラミネート直後のシルバリングが

少ない。

使用時の寸法安定性が優れている。

総厚さ力も5″mであり、薄膜化されたフィルムはC02肖 1減にも貢献する。
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TOPiCS(20121～ 201212)

2012

●加占川 I:場 に「太陽光発電システムJ

を導入

0ビ ー エル オー トテック株式会社が
中国  L海に了会社を設立

●「CSR報告書2012Jを /t行

●「FPD Inten]alonal Taiwan2012Jに 十日なモ{羊 ,

北世界貿易中心南港展覧館)

●「SEMICON Taiwan

2012Jに出展
(台北世界貿易中心

南港展覧館)
●「Autollncchanika

2012Jに出展

(フ ランクフルト

国際見本市会場)

●中国 上海にてサンライ
●「超高 j基 インクジェット

メデイアJを 開発
●バンドーグランメッセ

昴同う

`

ン加工事業開始

プリンター対応

「不燃仕様Jを

2月

●中卜1 上海の子会社に技術センターを

「尋言■
●ベ トナム ハノイ市i[郊 に新会社を設
立

レ

●ロングシンクロベル トs8Mタ イ

電気抵抗仕様Jを発売
●Psベ ルト「耳ホツレ防止仕様J、
搬送用特厚仕様Jを発売

プ「高

「特殊

り
11月

●2012国 際食品工業展「F00MA JAPAN
2012Jに 出展 (東京ビッグサイト)
●「第16LI機 械要素技術展 (M Tcch)Jに

出展 (東京ビッグサイト)
●「JPCA Show2012(第 42回国際電子回路
産業展)Jに 出展 (東京ビッグサイト)

レ

19 10月

0「第15回関西機械要素技術展 (M Tcchl月

西)Jに出展 (イ ンテックス大阪)

●大型産業機械の「E動用ベルト「RIB ACE.

2 PL形J投入により、シリーズ化

12月

●中国上,,市で管理性公 Hlの事業開始

1月

3月

6月

8月

9月
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TOPiCS(20121～ 201212)

2012.6
ロングシンクロベルトS8Mタ イプ「高
電気抵抗仕様」を発売

昨今、鉄道の駅ホームの転落事故防止を目的に

ホームドアの設置が進められていますが、当社で

は、ホームドアの安全対策の新たなニーズの一つで

あるベルトの電気抵抗向上に対応すべく、特殊配合

したクロロプレンゴムの採用により、100MΩ 以上の

絶縁抵抗性能を有する「高電気抵抗仕様」を開発し

ました。

往復同期伝動や位置決めに適した長尺のロングシ

ンクロベルトs8Mタ イプに「高電気抵抗仕様Jを品
揃えに追加し、自動 ドア用のみならず、一般産業の

様々な分野への対応力を向上することにより、さら

なる販売拡大を図ってまいります。

2012.81「 CSR報告書2012」 を発行

2011年度のバンドーグ

ループの CSR活動の取 り
組み実績をまとめた「cSR

報告書2012」 を発行しま

した。当社グループは、

CSR推 進テーマとして
「コンプライアンス 企
業倫理J「環境J「品質J

「人権 労働 安全J「社
会貢献」「情報開示Jの
6つ を定めて活動を行っ

ており、本報告書では、当社グループの csR活動に
ついて、環境報告と社会性報告の形にまとめています。

詳細は当社ホームページにてご覧いただけます。

(ト ップページhttp:〃www bando cojpよ り「CSRの

取り組み」を選択し、「CSR報告書」をクリックし
てください。)

2012.612012国際食品工業展「F00MA JAPAN2012」 (こ出展

2012年 6月 に東京 (東京ビッグサ

イト)で開催された「F00MA JAPAN
2012Jに出展いたしました。同展は、

食品機械を中心に原料処理から製

造、物流にいたるまでの食品製造プ

ロセスを網羅したアジア最大級の

「食」の総合展示会であり、当社は

「食の安全 安′亡、を運ぶサンライン
ベルト●Jを キャッチコピーとして、

未包装の食品搬送用途でニーズの高

い「低収縮ベルトJ、「非付着ベルトJ

を中′亡、に紹介いたしました。
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国内事業所
本社事業所

神戸市中央区港島市町1「Π6番6号 〒6m001テ
TEL(0'8)304 2923 FAX(078)3012983

東京支店

東京都港区芝lTHl番23号 (三日NNビル)〒 1080011
TEL(03)3184'lll FAX(03)5484つ l12

名古屋支店

名古

"11,11村

区名駅3「 H25■ 3号 (大橋ビルディング)〒 15●0002
TEL(052)5823251 さ獣  (052)5864681

南海工場

大阪

“

泉市Fi男里51:120番 l= 〒5ⅨЮ5“
TEL(072)18"71l FAX(072)4821173

和歌山工場

利41口 ,嶋 t紀の川市桃口「ドrltt h1212番 地5 〒619b111
TEL10'3b)6∞ 999F,電К07361“2152

加古川工場

兵日
`県

加古川市平岡ll L‖ヤコモ池の内648 〒67m198
TEL(078)9123232 FAX(078)9123389

足利工場

栃木県足利市荒金口,188稿 号 〒2∽ 832
TEL(1281)72■ 121 FAX(0281)7"126

国内関係会社
■販売・カロエサービス関係会社
北海道バンドー株式会社 |しll市寧平IКサI寒中央洒2「曰2番22オ  〒

“"W0TEL(011)85卜2116 =滋(011)85る992
バンドー福島販売株式会社 福島県いわき1'1′ ′夕谷町1丁口1番地13 〒9,OS026

TEL(0216)2226% ,ぶ (021,)213767

東日本バンドー株式会社 東i都中央Iス 地ヽ2T日 3番1,(築地
'一
長岡ビル)〒 1010H5

■ L(03)35118111 FAX(03)l● 11`118

バンエ業用品林式会社 東京都中央1`束日本格?T月 ,番 1け  〒lMЮ01
TEL(03)3861テ 1!l FAX(03)381● 17'2

浩 洋 産 業株 式 会 社 東京都台束
`椰

格2「日19絆0号 (力月1柳橋ビル, 〒111つ032
TEL(∞

'386●'114 FAN(03)386,31)3北陸バンドー1黎 式会社 富山県富J市「1“ll13T日 2番 19り  〒9Ш 834
TEL(OF6)li12525 FAN(0761513118

西日本バンドー株式会社 大F市淀1lκ西1島
`T日

1番 1呼 (IF大阪クライムタワー)〒
"Inlπ L(“)18帷即

“

 FAN(“ ),m2";
バンドーエラストマー格式会社 神戸市兵嗜区

"'和

迪3「口3薔 li号 (バントーグルーブフアク円―|1戸 , 〒liγ●86

TEL(078)6523'50 FAX(078,65256'0

九州バンドー林式会社 福岡市東区多の,11丁日4番2, 〒81lЮ 031
TEL(092)m2287i FAN(0%,6222880

■製造関係会社
13丼ベル トエ業株式会社 福丼県福丼市 1江守口r3字 山花1希地7 〒91“ 037

TEL(0776)3'3100 '感(07,6)ntttα ,8

バ ン ドー精機株式会社 神戸市兵庫

`明

rl通,「目3番 lF,いシトグループファクトリ神戸)〒 |,21放

“TEL(078)651“ 12 FAk(OF8,“″ |||

ビーエルオートテ′ク株式会社 棒戸市兵嗜区鴫和通3「日3番 li号 1バンドーグループファクト,―神戸
' 

〒11螂
π L(0■)●21ヽ ll FAXm70“

“

111

バンドー ショルツ株式会社 兵庫県加|111'平岡呵 t口 1字コモiしの内
`18番

lt 〒げ50101

TEL(OF8)91“
"3 FAN(078,91}1610

■その他サービス関係会社
バンドートレーディレク株式会社 神戸市中央|ス泄島南町1丁日6番

`け

 〒6剥酬 17
TEL(OiS,3012251 ,ふ(0「81∞ r2251

バ ン ドー興産株式会社 神戸市兵■111悧通31日略 li号いオーグルー

'カ
クトリ袢Ⅲ 〒11●18'

TEL(078)661m53 =ヽ (078)6515971

西 兵 庫 開 発 株 式 会 社 長

“

県共翅 i千 ll口 rに巣24番地2 〒6713212
(千草カン トリークラブ)■ L(0790,卜 3,33 mX(0,9o,7● ,310

海外関係会社
北米地域

(C●●●鯰le ol o3)
1149ヽ Vost B～ nMコ″

=lesca ll,os60143 U S ATEし 1 600 7736600 FAX 1 630773 6912

(Bowin9 Green P ant〉

2720 Pbnoer Dive 3owlng G`ooo Kerlocky 42102 U S A
TEL 1 270 842● 110 FAX 1 2703426139

欧州地域
Bando BoL‖ 日nul,Ctu‖ ne Ⅲ rkeyl lnc
Gobzo Organ ze SanayI Bo 9。 s sebp● ar Mahales hesan Dede
Cadde● 1∞O Sokak No 1018 41435 Ca´ ro・alは aol Turkel
TEt 00 0262 6771121 FAX 90 0262677 1129

B,ndo Eu‐ pe GmbH
Kreledo`Stmsse 671 41066 M∝ ncheo9 adlach GERMANY
TEL 492161 90104つ FAX 492161 90104 60

Apanado co`π Юs 136 Pdigono ndusma Sant Eme■ 9oll CJ e France,c tayret
1214 NNes■ 5 03630 Abrera(Barcdona)SPA N
TEL34 9378740 FAX 34 93 7778741

アジア地域

731`Song9ok Doo9 D3,wo● ku A“ an CIり Ky●。9k,Do REPυ BL C OF KOnEA

“

BA 705 Shhvo hdus Zono M∝ halЮ面∝ Com口●X)
TEL 3231 432 98∞ FAX 8261 402■ 198

6262208691 E"ok Oo■ 9 Yang san ci,Gyuno sang Nam DQ REPUBし IC OF KOREA

Bando 3ol oian〕 n,c。.Lld
07 HalTone Avenue TEDA Tian,n 300457 CHINA
TEL 86 226620 7077 FAX 36 22 6623 7000

Bando(Shanghan Management Co Lld
Rm 3FЫ 日oo■ Bbck56 No199 R y。 9 No■ h Road WaiGao Qa●
Free Trade Zone Pudon9 ogrCt Shanぃo cHINA2∞ 101
TEL 86 21 6146Ю 161 FAX 8621 5046 0649
8ando(ShanghaD ind03t‖ ● B●■Co,Lld
Rm C Fr・tF oo(Bock56 No199 R y。 9 Nolh noad、 vai Geo Qlao
Free Trade Zone PuOong o st● ct shan9ha CHINA 200131
TEL 86 21 5046 0101 FAX 8621 6046 0640

BL Aulolec(Shllnghaり C。 .Ltd
Rm202 H BldO HO■ 99 aO Econo nた Zone No 787 Xiehe
nOad changn"Disllct S腱 o9ha Chna
TEL 8621 62181166 FAX ee21 5217 5172

Bando Manulactu‖ns(Dong9● 3●)00 Ltd
Bold o9 2F8 ZhenAn ndustlalP,rk ZhenAn Road ChanOAn¨ ,″ n
Ooo9Guan Clソ Gu=■90ong Pro.nce CHINA

Solo No SB,WF T● ●e,6 Ch na Hoo9 Ko■ 9 Cily
33 Canon no8d T"mshaも ol koW● On HONG KONG
TEL 852 2494 4315 FAX a■ 224811X44

Sanwu Bュndo lnc
llFL2 No51 S“ l Mn ShenO E Road Zヽ ongshan Disllol

TEL 886 2 2567 3255 FAX 036 2 2511 7653

Ph ippino 3ol Manufactu‖ ng co,P
2nd F oo`S emttng Buld■ 9 280 282 0asmaloas Slreel e nonoo

TEL… 24,つ 794 FAX時2210279
Bando Manul● ot●‖ng"lemam)Lld
∩F No 3 Than9しong l ■dusllal Park Ye,9 My Hung、 bn

Bando Manoiactu‖ ng cha“ and)Ltl
477 Moo 4 So・ ●a banop a Tambo 8ankao Amphur Muang Samuに akom
74000 THハ ILAND
TE[66044● 8422 FAX鰺3468415
Penge●ョロ●Gtth Band● (Ma ay318)Sdn Bhd
No 2」 ahn Sengttng Ba● 22 KttЫ  01000 Kuほ 1ッ8 Joh。 l MALAYS A
TEL 60 7 663 5021 FAX 6o7660 5123

Ke● Fall ndu3ti● 3,Sd● Bhd
No 2 1Jan Sengkang Bal● 22 KJJ 81000 Ktは ,aya Ooh。 l MALAYS A

Bando lSIngapo7o)P e Lld
eC Toヽ Guan Road Easl10"l SINCAPORE"
TEL 6●|‐7522“ FAX 65 0479 6261

PI Bandoindon38 11
Jl Gttah Tun99o Ke PasrJoy8 Kec uar uwuno Tangeは ng 15105 1N00NESIA
TEL 62 21 590"20 FAX 62 21 5● 01274

Bando lnd a)'VI Lld
P ol No 255 Secto● 7 1mt Manesal Gυ

`9,on 12m50 Hary3●
ュINDIA

TEL 91 124 4063051 FAX 91 124● 060954
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